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(57)【要約】
【課題】深部体温の計測技術をユーザーが自己の生活又
はトレーニングへ有効活用するための補助となり得る生
体モニタリングシステム等を提供する。
【解決手段】生体モニタリングシステムは、ユーザーの
身体の深部体温を計測する計測部と、前記深部体温を所
定の比較基準と比較する比較部と、前記比較の結果に基
づいて、前記身体の状態に係る情報を生成する生成部と
、前記情報を前記ユーザーへ提示する提示部と、を含む
。
【選択図】図１２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ユーザーの身体の深部体温を計測する計測部と、
　前記深部体温を所定の比較基準と比較する比較部と、
　前記比較の結果に基づいて、前記身体の状態に係る情報を生成する生成部と、
　前記情報を前記ユーザーへ提示する提示部と、
　を含む生体モニタリングシステム。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記情報は、
　前記ユーザーへのアドバイスを含む、
　生体モニタリングシステム。
【請求項３】
　請求項２において、
　前記アドバイスは、
　運動開始の可否に係るアドバイス、及び運動中断の要否に係るアドバイスのうち少なく
とも何れかを含む、
　生体モニタリングシステム。
【請求項４】
　請求項２または３において、
　前記アドバイスは、
　水分補給の必要性に係るアドバイス、休憩の必要性に係るアドバイス、気温調節の必要
性に係るアドバイス、体温調節の必要性に係るアドバイス、及び医師の診断の必要性に係
るアドバイスのうち少なくとも何れかを含む
　生体モニタリングシステム。
【請求項５】
　請求項１乃至４の何れか一項において、
　前記情報は、
　水分補給が可能な地点に係る情報、休憩が可能な地点に係る情報、気温調節が可能な地
点に係る情報、体温調節が可能な地点に係る情報、及び医師の診断が可能な地点に係る情
報のうち少なくとも何れかを含む、
　生体モニタリングシステム。
【請求項６】
　請求項１乃至５の何れか一項において、
　前記情報は、
　前記ユーザーが聴覚、視覚、及び触覚のうち少なくとも何れかにより認識可能な情報で
ある、
　生体モニタリングシステム。
【請求項７】
　請求項１乃至５の何れか一項において、
　前記情報は、
　前記ユーザーが視覚により認識可能な色、文字、記号、目盛り、及び模様のうち少なく
とも何れかを用いて表される、
　生体モニタリングシステム。
【請求項８】
　請求項１乃至７の何れか一項において、
　前記ユーザーが携帯可能な携帯型電子機器と、
　前記ユーザーとは別のユーザーが操作可能な情報端末と、
を含み、
　前記計測部は、前記電子機器に搭載され、
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　前記提示部は、前記情報端末に搭載される、
　生体モニタリングシステム。
【請求項９】
　ユーザーの身体の深部体温を計測する計測部と、
　前記深部体温を所定の比較基準と比較する比較部と、
　前記比較の結果に基づいて、前記身体の状態に関する情報を生成する生成部と、
　前記情報を前記ユーザーへ提示する提示部と、
　を含む携帯型電子機器。
【請求項１０】
　ユーザーの身体の深部体温を計測するステップと、
　前記深部体温を所定の比較基準と比較するステップと、
　前記比較の結果に基づいて、前記身体の状態に係る情報を生成するステップと、
　前記情報を前記ユーザーへ提示するステップと、
　をコンピューターに実行させる生体モニタリングプログラム。
【請求項１１】
　ユーザーの身体の深部体温を計測するステップと、
　前記深部体温を所定の比較基準と比較するステップと、
　前記比較の結果に基づいて、前記身体の状態に係る情報を生成するステップと、
　前記情報を前記ユーザーへ提示するステップと、
　をコンピューターに実行させる生体モニタリングプログラムを記録した、コンピュータ
ー読み取り可能な記録媒体。
【請求項１２】
　ユーザーの身体の深部体温を計測するステップと、
　前記深部体温を所定の比較基準と比較するステップと、
　前記比較の結果に基づいて、前記身体の状態に係る情報を生成するステップと、
　前記情報を前記ユーザーへ提示するステップと、
　を含む生体モニタリング方法。
【請求項１３】
　ユーザーの身体の深部体温を計測し、
　前記深部体温を所定の比較基準と比較し、
　前記比較の結果に基づいて、前記身体の状態に係る情報を生成し、
　前記情報を前記ユーザーへ提示する、
　携帯型電子機器。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、生体モニタリングシステム、携帯型電子機器、生体モニタリングプログラム
、コンピューター読み取り可能な記録媒体、及び生体モニタリング方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、ユーザーの運動パフォーマンスを計測することが可能であり、かつ、無線通信が
可能な携帯型ＧＰＳ（GPS: Global Positioning System）電子機器が開発されている（特
許文献１を参照）。このＧＰＳ電子機器のユーザーは、自己のパフォーマンスを客観的に
把握し、トレーニング計画に反映させることも可能である。一方、身体の深部体温をセン
サーで検出して身体組成を判定する技術も既に公知である（特許文献２を参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特表２０１２－５２４６３８号公報
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【特許文献２】特表２０１３－５０９２０５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、同じ体力を有したユーザーが同じトレーニングを行ったとしても、トレ
ーニング効果はユーザーの身体状態に大きく左右される。例えば、本トレーニングを開始
する前に準備運動をした方がトレーニング効果が高いことは、経験的に知られている。そ
の一方で、一般ユーザーが仮に自分の身体の深部体温を把握できたとしても、当該深部体
温が自分の生活やトレーニングに与える影響を自己判断することは難しい。
【０００５】
　本発明は、以上のような問題点に鑑みてなされたものであり、本発明のいくつかの態様
は、深部体温の計測技術をユーザーが自己の生活又はトレーニングへ有効活用するための
補助となり得る生体モニタリングシステム、携帯型電子機器、生体モニタリングプログラ
ム、コンピューター読み取り可能な記録媒体、及び生体モニタリング方法を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は前述の課題の少なくとも一部を解決するためになされたものであり、以下の態
様又は適用例として実現することが可能である。
【０００７】
　［適用例１］
　本適用例の生体モニタリングシステムは、ユーザーの身体の深部体温を計測する計測部
と、前記深部体温を所定の比較基準と比較する比較部と、前記比較の結果に基づいて、前
記身体の状態に係る情報を生成する生成部と、前記情報を前記ユーザーへ提示する提示部
と、を含む。
【０００８】
　計測部は、ユーザーの身体の深部体温を計測し、比較部は、前記深部体温を所定の比較
基準と比較し、生成部は、前記比較の結果に基づいて、前記身体の状態に係る情報を生成
する。当該情報は、所定の比較基準との比較結果に基づく情報であるので、深部体温それ
自体を示す情報よりも、ユーザーの生活又はトレーニングへ有効活用され得る。深部体温
の属する範囲によっては、ユーザーがすべき行動は全く異なるからである。よって、例え
ば、ユーザーは、自己の生活の内容を見直すべきか否かを判断したり、自己のトレーニン
グの内容を見直すべきか否かを判断したりする際の目安として、当該情報を用いることが
可能である。
【０００９】
　［適用例２］
　本適用例の生体モニタリングシステムにおいて、前記情報は、前記ユーザーへのアドバ
イスを含んでもよい。
【００１０】
　当該情報にアドバイスが含まれる場合には、例えば、ユーザーの身体機能の低下により
ユーザーの判断能力が低下している場合であっても、ユーザーへ正しい行動を促すことが
できる。
【００１１】
　［適用例３］
　本適用例の生体モニタリングシステムにおいて、前記アドバイスは、運動開始の可否に
係るアドバイス、及び運動中断の要否に係るアドバイスのうち少なくとも何れかを含んで
もよい。
【００１２】
　従って、ユーザーの身体の状態に応じた正しいタイミングで運動の開始又は中断をユー
ザーに促すことができる。
【００１３】
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　［適用例４］
　本適用例の生体モニタリングシステムにおいて、前記アドバイスは、水分補給の必要性
に係るアドバイス、休憩の必要性に係るアドバイス、気温調節の必要性に係るアドバイス
、体温調節の必要性に係るアドバイス、及び医師の診断の必要性に係るアドバイスのうち
少なくとも何れかを含んでもよい。
【００１４】
　従って、ユーザーの身体の状態に応じた正しいタイミングで水分補給、休憩、気温調節
、体温調節、医師の診断の何れかをユーザーに勧めることができる。
【００１５】
　［適用例５］
　本適用例の生体モニタリングシステムにおいて、前記情報は、水分補給が可能な地点に
係る情報、休憩が可能な地点に係る情報、気温調節が可能な地点に係る情報、体温調節が
可能な地点に係る情報、及び医師の診断が可能な地点に係る情報のうち少なくとも何れか
を含んでもよい。
【００１６】
　従って、ユーザーの身体の状態に応じた正しいタイミングでユーザーに水分補給、休憩
、気温調節、体温調節、医師の診断の何れかを受けられる地点をユーザーへ通知すること
ができる。
【００１７】
　［適用例６］
　本適用例の生体モニタリングシステムにおいて、前記情報は、前記ユーザーが聴覚、視
覚、及び触覚のうち少なくとも何れかにより認識可能な情報であってもよい。
【００１８】
　従って、ユーザーの聴覚、視覚、及び触覚のうち少なくとも何れかを介して前記情報を
ユーザーに認識させることができる。
【００１９】
　［適用例７］
　本適用例の生体モニタリングシステムにおいて、前記情報は、前記ユーザーが視覚によ
り認識可能な色、文字、記号、目盛り、及び模様のうち少なくとも何れかを用いて表され
てもよい。
【００２０】
　従って、色、文字、記号、目盛り、及び模様のうち少なくとも何れかを用いて前記情報
をユーザーに認識させることができる。
【００２１】
　［適用例８］
　本適用例の生体モニタリングシステムは、前記ユーザーが携帯可能な携帯型電子機器と
、前記ユーザーとは別のユーザーが操作可能な情報端末と、を含み、前記計測部は、前記
電子機器に搭載され、前記提示部は、前記情報端末に搭載されてもよい。
【００２２】
　［適用例９］
　本適用例の携帯型電子機器は、ユーザーの身体の深部体温を計測する計測部と、前記深
部体温を所定の比較基準と比較する比較部と、前記比較の結果に基づいて、前記身体の状
態に関する情報を生成する生成部と、前記情報を前記ユーザーへ提示する提示部とを含む
。
【００２３】
　［適用例１０］
　本適用例の生体モニタリングプログラムは、ユーザーの身体の深部体温を計測するステ
ップと、前記深部体温を所定の比較基準と比較するステップと、前記比較の結果に基づい
て、前記身体の状態に係る情報を生成するステップと、前記情報を前記ユーザーへ提示す
るステップと、をコンピューターに実行させる。
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【００２４】
　［適用例１１］
　本適用例のコンピューター読み取り可能な記録媒体は、ユーザーの身体の深部体温を計
測するステップと、前記深部体温を所定の比較基準と比較するステップと、前記比較の結
果に基づいて、前記身体の状態に係る情報を生成するステップと、前記情報を前記ユーザ
ーへ提示するステップと、をコンピューターに実行させる生体モニタリングプログラムを
記録する。
【００２５】
　［適用例１２］
　本適用例の生体モニタリング方法は、ユーザーの身体の深部体温を計測するステップと
、前記深部体温を所定の比較基準と比較するステップと、前記比較の結果に基づいて、前
記身体の状態に係る情報を生成するステップと、前記情報を前記ユーザーへ提示するステ
ップと、を含む。
【００２６】
　［適用例１３］
　本適用例の携帯型電子機器は、ユーザーの身体の深部体温を計測し、前記深部体温を所
定の比較基準と比較し、前記比較の結果に基づいて、前記身体の状態に係る情報を生成し
、前記情報を前記ユーザーへ提示する。
【００２７】
　当該情報は、所定の比較基準との比較結果に基づく情報であるので、深部体温それ自体
を示す情報よりも、ユーザーの生活又はトレーニングへ有効活用され得る。深部体温の属
する範囲によっては、ユーザーがすべき行動は全く異なるからである。よって、例えば、
ユーザーは、自己の生活の内容を見直すべきか否かを判断したり、自己のトレーニングの
内容を見直すべきか否かを判断したりする際の目安として、当該情報を用いることが可能
である。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】システムの概要を説明するための図の一例である。
【図２】センサーデバイス及び電子機器の機能ブロック図の一例である。
【図３】情報端末及びサーバーの機能ブロック図の一例である。
【図４】センサーデバイス及び電子機器の装着例である。
【図５】ＨＭＤの表示画面の一例である。
【図６】バンド型センサーデバイスの外観の一例である。
【図７】シール型センサーデバイスの外観の一例である。
【図８】生活モードにおける電子機器の表示画面の一例である。
【図９】トレーニングモードにおける電子機器の表示画面の一例である。
【図１０】生活モードにおける深部体温の時間変化を示すグラフの一例である。
【図１１】トレーニングモードにおける深部体温の時間変化を示すグラフの一例である。
【図１２】生活モードにおける処理のフローチャートの一例である。
【図１３】トレーニングモードにおける開始処理のフローチャートの一例である。
【図１４】トレーニングモードにおける中断処理のフローチャートの一例である。
【図１５】トレーニングモードにおける再開処理のフローチャートの一例である。
【図１６】頭部装着型表示装置の一例である。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下、本発明の好適な実施形態について図面を用いて詳細に説明する。なお、以下に説
明する実施形態は、特許請求の範囲に記載された本発明の内容を不当に限定するものでは
ない。また以下で説明される構成の全てが本発明の必須構成要件であるとは限らない。
【００３０】
１．システム
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１－１．システムの概要
　図１に示すとおり、本実施形態のシステム（生体モニタリングシステムの一例）は、電
子機器１（ユーザーが携帯可能な携帯型電子機器の一例）と、センサーデバイス１Ｃと、
情報端末２と、サーバー４とを備える。情報端末２、サーバー４の各々は、インターネッ
トなどのネットワーク３に接続可能であって、情報端末２、サーバー４は、ネットワーク
３を介して互いに通信可能である。また、電子機器１は、近距離無線通信などを介して情
報端末２と互いに通信可能である。また、センサーデバイス１Ｃは、近距離無線通信など
を介して電子機器１と互いに通信可能である。更には、センサーデバイス１Ｃと情報端末
２とは、近距離無線通信などで直接的に通信可能であってもよい（ユーザーは、電子機器
１をマスターデバイスとして用い、センサーデバイス１Ｃをスレーブデバイスとして用い
てもよい。）。なお、本実施形態のシステムでは、電子機器１、センサーデバイス１Ｃ、
情報端末２、サーバー４のうち一部を省略することも可能である。
【００３１】
　電子機器１及びセンサーデバイス１Ｃの各々は、各種のセンサーを搭載した例えば防水
型の機器であって、少なくとも１つのセンサーを駆動して生活中又はトレーニング中の計
測データを取得する。生活又はトレーニングに当たり、電子機器１及びセンサーデバイス
１Ｃの少なくとも一方は、ユーザーの身体へ装着される。ここでいう「トレーニング」に
は、ペース走、インターバル走、ビルドアップ走、ＬＳＤ（ロングスローディスタンス）
、起伏走（クロスカントリー）、ジョギング、ウォーキング、ペース走などが含まれ、ト
レーニングが行われる場所は、例えば、トラック、公道などである。
【００３２】
　電子機器１の装着先は、例えば、ユーザーの肘から手に至る部位（前腕）である。ユー
ザーの生体に関する計測データを接触又は非接触で取得したり、必要なときに電子機器１
又はセンサーデバイス１Ｃをユーザーが目視したりできるよう、電子機器１はリスト型（
腕時計型）の電子機器（アウトドアウォッチ）として構成され、電子機器１の装着先は手
首である。電子機器１が手首へ装着される際には、手首の形状に適した装着具（ベルト）
が用いられる。
【００３３】
　センサーデバイス１Ｃの装着先は、トレーニングの目的などに応じてユーザーが適宜に
選択することが可能である。センサーデバイス１Ｃの装着先は、例えば、ユーザーの頭部
、上腕部、前腕部、腰部、前腕部、胸部、腰部、大腿部、下腿部、足首の何れかである。
ここではセンサーデバイス１Ｃの個数を１と仮定するが、２以上とすることも可能である
。この場合、例えば、ユーザーの右手首及び左手首のそれぞれに２つのセンサーデバイス
１Ｃを個別に装着することも可能である。センサーデバイス１Ｃが身体の部位へ装着され
る際には、当該部位の形状やトレーニングウエアなどの形状に適した装着具（ベルト、ク
リップなど）が用いられてもよい。
【００３４】
　情報端末２は、電子機器１又はセンサーデバイス１Ｃのユーザーが使用する情報端末で
あって、例えば、スマートフォン、携帯型又はデスクトップ型のＰＣ（パーソナルコンピ
ュータ）、或いはタブレットＰＣなどで構成される。情報端末２は、例えば、電子機器１
又はセンサーデバイス１Ｃの使用前にユーザーが電子機器１やセンサーデバイス１Ｃの設
定等を行う際に用いられる。また、情報端末２は、例えば、電子機器１又はセンサーデバ
イス１Ｃの使用後にユーザーが自分の計測データを電子機器１又はセンサーデバイス１Ｃ
から読み出したり、読み出した計測データをサーバー４へアップロードしたりする際に用
いられる。なお、情報端末２のユーザーは、電子機器１又はセンサーデバイス１Ｃを装着
したユーザーの生活を見守る管理者や、電子機器１又はセンサーデバイス１Ｃを装着した
ユーザーのトレーニングを指導するコーチなどであってもよい。
【００３５】
　サーバー４は、電子機器１又はセンサーデバイス１Ｃのユーザーに向けて、電子機器１
の利用に関連する情報を提供したり、電子機器１又はセンサーデバイス１Ｃが取得した計
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測データを、ユーザーごとに管理したりするサーバーである。サーバー４が提供する情報
には、情報端末２が動作するためのプログラム（生体モニタリングプログラムの一例）、
電子機器１が動作するためのプログラム、センサーデバイス１Ｃが動作するためのプログ
ラム（生体モニタリングプログラムの一例）の少なくとも１つが含まれてもよい。なお、
各機器のプログラムは、ネットワーク３を介して各機器へダウンロードされてもよいし、
記録媒体を介して各機器へダウンロードされてもよい。サーバー４のプログラム（生体モ
ニタリングプログラムの一例）についても同様である。なお、当該プログラムに従って行
われる処理の方法は、生体モニタリング方法の一例である。
【００３６】
１－２．システムの構成
１－２－１．センサーデバイスの構成
　図２に示すとおり、センサーデバイス１Ｃには、ＧＰＳセンサー１１０Ｃ、地磁気セン
サー１１１Ｃ、気圧センサー１１２Ｃ、加速度センサー１１３Ｃ、角速度センサー１１４
Ｃ、脈センサー１１５Ｃ、温度センサー１１６Ｃ、処理部１２０Ｃ、記憶部１３０Ｃ、操
作部１５０Ｃ、計時部１６０Ｃ、表示部１７０Ｃ、音出力部１８０Ｃ、通信部１９０Ｃな
どを含んで構成される。但し、センサーデバイス１Ｃの構成は、これらの構成要素の一部
を削除又は変更し、或いは他の構成要素（例えば、湿度センサー、紫外線センサーなど）
を追加したものであってもよい。
【００３７】
　ＧＰＳセンサー１１０Ｃは、センサーデバイス１Ｃの位置などを示す測位データ（緯度
、経度、高度、速度ベクトルなどのデータ）を生成して処理部１２０Ｃへ出力するセンサ
ーであって、例えばＧＰＳ受信機（GPS: Global Positioning System）等を含んで構成さ
れる。ＧＰＳセンサー１１０Ｃは、外部から到来する所定周波数帯域の衛星信号を含む電
磁波を不図示のＧＰＳアンテナで受信し、ＧＰＳ衛星からのＧＰＳ信号を抽出すると共に
、当該ＧＰＳ信号に基づきセンサーデバイス１Ｃの位置などを示す測位データを生成する
。
【００３８】
　地磁気センサー１１１Ｃは、センサーデバイス１Ｃから見た地球の磁場の方向を示す地
磁気ベクトルを検出するセンサーであって、例えば、互いに直交する３つの軸方向の磁束
密度を示す地磁気データを生成する。地磁気センサー１１１Ｃには、例えば、ＭＲ（Magn
et resistive）素子、ＭＩ（Magnet impedance）素子、ホール素子などが用いられる。
【００３９】
　気圧センサー１１２Ｃは、周辺の気圧（大気圧）を検出するセンサーであって、例えば
、振動片の共振周波数の変化を利用する方式（振動方式）の感圧素子を有している。この
感圧素子は、例えば、水晶、ニオブ酸リチウム、タンタル酸リチウム等の圧電材料で形成
された圧電振動子であり、例えば、音叉型振動子、双音叉型振動子、ＡＴ振動子（厚みす
べり振動子）、ＳＡＷ共振子などが適用される。なお、気圧センサー１１２Ｃの出力は、
測位データを補正するために使用されてもよい。或いは、気圧センサー１１２Ｃは、例え
ば、半導体製造技術を用いて製造されたＭＥＭＳ型気圧センサーであってもよい。具体的
には、気圧センサー１１２Ｃは、受圧により撓み変形するダイヤフラム部と、ダイヤフラ
ム部の撓みを検出する歪検出素子と、を備えている。ダイヤフラム部は、例えば、シリコ
ンで構成されている。歪検出素子は、例えば、ピエゾ抵抗素子である。
【００４０】
　加速度センサー１１３Ｃは、互いに交差する（理想的には直交する）３軸方向の各々の
加速度を検出し、検出した３軸加速度の大きさ及び向きに応じたデジタル信号（加速度デ
ータ）を出力する慣性センサーである。なお、加速度センサー１１３Ｃの出力は、ＧＰＳ
センサー１１０Ｃの測位データに含まれる位置の情報を補正するために使用されてもよい
。
【００４１】
　角速度センサー１１４Ｃは、互いに交差する（理想的には直交する）３軸方向の各々の
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角速度を検出し、計測した３軸角速度の大きさ及び向きに応じたデジタル信号（角速度デ
ータ）を出力する慣性センサーである。なお、角速度センサー１１４Ｃの出力は、ＧＰＳ
センサー１１０Ｃの測位データに含まれる位置の情報を補正するために使用されてもよい
。
【００４２】
　脈センサー１１５Ｃは、ユーザーの脈拍を示す信号を生成して処理部１２０Ｃへ出力す
るセンサーであって、例えば、適当な波長を有した計測光を皮下の血管に向けて照射する
ＬＥＤ光源などの光源と、当該計測光に応じて血管で発生した光の強度変化を検出する受
光素子とを有している。
【００４３】
　温度センサー１１６Ｃは、ユーザーの身体の深部の温度を検出する深部温度センサーで
ある。温度センサー１１６Ｃは、例えば、基材と、前記基材の第１位置の温度を第１温度
として測定する第１温度センサーと、前記基材の前記第１位置とは異なる第２位置の温度
を第２温度として測定する第２温度センサーと、前記基材を取り囲む外郭体の温度を前記
外郭体内の媒体温度として測定する、前記基材に設けられた温度センサーと、前記第１温
度と、前記第２温度と、前記媒体温度とを用いて、被験体の深部温度を演算する演算部と
を含む。温度センサー１１６Ｃは、前記媒体温度が第１の媒体温度（Ｔｏｕｔ1）の際の
前記第１温度（Ｔｂ1）と前記第２温度（Ｔｐ1）、及び、前記媒体温度が第２の媒体温度
（Ｔｏｕｔ2）の際の前記第１温度（Ｔｂ2）と前記第２温度（Ｔｐ2）、及び、前記媒体
温度が第３の媒体温度（Ｔｏｕｔ3）の際の前記第１温度（Ｔｂ3）と前記第２温度（Ｔｐ
3）とから、前記媒体温度と、前記第１温度と、前記第２温度とを関係付ける定数を算出
し、前記深部温度（Ｔｃ）を演算する。これらの温度センサーは、例えば、周辺の温度に
応じた信号（例えば、温度に応じた電圧）を出力する感温素子である。なお、温度センサ
ーは、温度に応じたデジタル信号を出力するものであってもよい。温度センサーは、例え
ば、周辺の温度に応じた振動片の共振周波数の変化を利用する方式（振動方式）の感圧素
子を有している。この感圧素子は、例えば、水晶、ニオブ酸リチウム、タンタル酸リチウ
ム等の圧電材料で形成された圧電振動子であり、例えば、音叉型振動子、双音叉型振動子
、ＡＴ振動子（厚みすべり振動子）、ＳＡＷ共振子などが適用される。或いは、温度セン
サーは、熱電対やサーミスターにより温度を検出する感温素子により構成されていてもよ
い。
【００４４】
　記憶部１３０Ｃは、例えば、ＲＯＭ（Read Only Memory）やフラッシュＲＯＭ、ＲＡＭ
（Random Access Memory）等の各種ＩＣメモリー(IC: Integrated Circuit)やハードディ
スクやメモリーカードなどの、コンピューター読み取り可能な記録媒体等により構成され
る。記憶部１３０Ｃは、例えば１又は複数のＩＣメモリーなどにより構成され、プログラ
ムなどのデータが記憶されるＲＯＭと、処理部１２０Ｃの作業領域となるＲＡＭとを有す
る。なお、ＲＡＭには不揮発性のＲＡＭも含まれる。
【００４５】
　操作部１５０Ｃは、例えばボタン、キー、マイク、タッチパネル、音声認識機能（不図
示のマイクロフォンを利用）、アクション検出機能（加速度センサー１１３Ｃなどを利用
）などで構成され、ユーザーからの指示を適当な信号に変換して処理部１２０Ｃへ送る処
理を行う。
【００４６】
　計時部１６０Ｃは、例えば、リアルタイムクロック（ＲＴＣ：Real Time Clock）ＩＣ
などにより構成され、年、月、日、時、分、秒等の時刻データを生成して処理部１２０Ｃ
に送る。
【００４７】
　表示部１７０Ｃは、例えばＬＣＤ（Liquid Crystal Display）、有機ＥＬ（Electrolum
inescence）ディスプレイ、ＥＰＤ（Electrophoretic Display）、タッチパネル型ディス
プレイ等で構成され、処理部１２０Ｃからの指示に従って各種の画像を表示する。
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【００４８】
　音出力部１８０Ｃは、例えばスピーカー、ブザー、バイブレーターなどで構成され、処
理部１２０Ｃからの指示に従って各種の音（又は振動）を発生させる。
【００４９】
　通信部１９０Ｃは、センサーデバイス１Ｃと電子機器１（又は情報端末２）との間のデ
ータ通信を成立させるための各種制御を行う。通信部１９０Ｃは、例えば、Bluetooth（
登録商標）（BTLE：Bluetooth Low Energyを含む）、Ｗｉ－Ｆｉ（登録商標）（Wi-Fi:Wi
reless Fidelity）、Ｚｉｇｂｅｅ（登録商標）、ＮＦＣ（Near field communication）
、ＡＮＴ＋（登録商標）等の近距離無線通信規格に対応した送受信機を含んで構成される
。
【００５０】
　処理部１２０Ｃは、例えば、ＭＰＵ（Micro Processing Unit）、ＤＳＰ（Digital Sig
nal Processor）、ＡＳＩＣ（Application Specific Integrated Circuit）等により構成
される。処理部１２０Ｃは、記憶部１３０Ｃに格納されたプログラムと、操作部１５０Ｃ
を介してユーザーが入力した各種のコマンドとに従い各種の処理を行う。処理部１２０Ｃ
による処理には、ＧＰＳセンサー１１０Ｃ、地磁気センサー１１１Ｃ、気圧センサー１１
２Ｃ、加速度センサー１１３Ｃ、角速度センサー１１４Ｃ、脈センサー１１５Ｃ、温度セ
ンサー１１６Ｃ、計時部１６０Ｃなどが生成するデータへのデータ処理、表示部１７０Ｃ
へ画像を表示させる表示処理、音出力部１８０Ｃに音を出力させる音出力処理などが含ま
れる。処理部１２０Ｃは、各種プログラムに従い、通信部１９０Ｃを介して電子機器１か
ら制御コマンドを受信する処理や、通信部１９０Ｃを介して電子機器１から受信したデー
タに対する各種の計算処理を行う。また、処理部１２０Ｃは、各種プログラムに従い、記
憶部１３０Ｃからデータを読み出して、通信部１９０Ｃを介して電子機器１に所定のフォ
ーマットで送信する処理を行う。また、処理部１２０Ｃは、各種プログラムに従い、通信
部１９０Ｃを介して、電子機器１に各種の情報を送信し、電子機器１から受信した情報に
基づいて各種の画面を表示する処理等を行う。また、処理部１２０Ｃは、その他の各種の
制御処理を行う。例えば、処理部１２０Ｃは、通信部１９０Ｃが受信した情報、記憶部１
３０Ｃに格納された情報の少なくとも一部に基づき、表示部１７０Ｃへ画像（画像、動画
像、文字、記号等）を表示させる処理を実行する。なお、センサーデバイス１Ｃに振動機
構を設けておいて、当該振動機構により各種の情報を振動情報に変換してユーザーに通知
してもよい。
【００５１】
１－２－２．電子機器の構成
　図２に示すとおり、電子機器１には、ＧＰＳセンサー１１０、地磁気センサー１１１、
気圧センサー１１２、加速度センサー１１３、角速度センサー１１４、脈センサー１１５
、温度センサー１１６、処理部１２０、記憶部１３０、操作部１５０、計時部１６０、表
示部１７０、音出力部１８０、通信部１９０などを含んで構成される。但し、電子機器１
の構成は、これらの構成要素の一部を削除又は変更し、或いは他の構成要素（例えば、湿
度センサー、紫外線センサーなど）を追加したものであってもよい。
【００５２】
　ＧＰＳセンサー１１０は、電子機器１の位置などを示す測位データ（緯度、経度、高度
、速度ベクトルなどのデータ）を生成して処理部１２０へ出力するセンサーであって、例
えばＧＰＳ受信機（GPS: Global Positioning System）等を含んで構成される。ＧＰＳセ
ンサー１１０は、外部から到来する所定周波数帯域の衛星信号を含む電磁波を不図示のＧ
ＰＳアンテナで受信し、ＧＰＳ衛星からのＧＰＳ信号を抽出すると共に、当該ＧＰＳ信号
に基づき電子機器１の位置などを示す測位データを生成する。
【００５３】
　地磁気センサー１１１は、電子機器１から見た地球の磁場の方向を示す地磁気ベクトル
を検出するセンサーであって、例えば、互いに直交する３つの軸方向の磁束密度を示す地
磁気データを生成する。地磁気センサー１１１には、例えば、ＭＲ（Magnet resistive）
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素子、ＭＩ（Magnet impedance）素子、ホール素子などが用いられる。
【００５４】
　気圧センサー１１２は、周辺の気圧（大気圧）を検出するセンサーであって、例えば、
振動片の共振周波数の変化を利用する方式（振動方式）の感圧素子を有している。この感
圧素子は、例えば、水晶、ニオブ酸リチウム、タンタル酸リチウム等の圧電材料で形成さ
れた圧電振動子であり、例えば、音叉型振動子、双音叉型振動子、ＡＴ振動子（厚みすべ
り振動子）、ＳＡＷ共振子などが適用される。なお、気圧センサー１１２の出力は、測位
データを補正するために使用されてもよい。或いは、気圧センサー１１２は、例えば、半
導体製造技術を用いて製造されたＭＥＭＳ型気圧センサーであってもよい。具体的には、
気圧センサー１１２は、受圧により撓み変形するダイヤフラム部と、ダイヤフラム部の撓
みを検出する歪検出素子と、を備えている。ダイヤフラム部は、例えば、シリコンで構成
されている。歪検出素子は、例えば、ピエゾ抵抗素子である。
【００５５】
　加速度センサー１１３は、互いに交差する（理想的には直交する）３軸方向の各々の加
速度を検出し、検出した３軸加速度の大きさ及び向きに応じたデジタル信号（加速度デー
タ）を出力する慣性センサーである。なお、加速度センサー１１３の出力は、ＧＰＳセン
サー１１０の測位データに含まれる位置の情報を補正するために使用されてもよい。
【００５６】
　角速度センサー１１４は、互いに交差する（理想的には直交する）３軸方向の各々の角
速度を検出し、計測した３軸角速度の大きさ及び向きに応じたデジタル信号（角速度デー
タ）を出力する慣性センサーである。なお、角速度センサー１１４の出力は、ＧＰＳセン
サー１１０の測位データに含まれる位置の情報を補正するために使用されてもよい。
【００５７】
　脈センサー１１５は、ユーザーの脈拍を示す信号を生成して処理部１２０へ出力するセ
ンサーであって、例えば、適当な波長を有した計測光を皮下の血管に向けて照射するＬＥ
Ｄ光源などの光源と、当該計測光に応じて血管で発生した光の強度変化を検出する受光素
子とを有している。
【００５８】
　温度センサー１１６は、ユーザーの身体の深部の温度を検出する深部温度センサーであ
る。温度センサー１１６は、例えば、基材と、前記基材の第１位置の温度を第１温度とし
て測定する第１温度センサーと、前記基材の前記第１位置とは異なる第２位置の温度を第
２温度として測定する第２温度センサーと、前記基材を取り囲む外郭体の温度を前記外郭
体内の媒体温度として測定する、前記基材に設けられた温度センサーと、前記第１温度と
、前記第２温度と、前記媒体温度とを用いて、被験体の深部温度を演算する演算部とを含
む。温度センサー１１６は、前記媒体温度が第１の媒体温度（Ｔｏｕｔ1）の際の前記第
１温度（Ｔｂ1）と前記第２温度（Ｔｐ1）、及び、前記媒体温度が第２の媒体温度（Ｔｏ
ｕｔ2）の際の前記第１温度（Ｔｂ2）と前記第２温度（Ｔｐ2）、及び、前記媒体温度が
第３の媒体温度（Ｔｏｕｔ3）の際の前記第１温度（Ｔｂ3）と前記第２温度（Ｔｐ3）と
から、前記媒体温度と、前記第１温度と、前記第２温度とを関係付ける定数を算出し、前
記深部温度（Ｔｃ）を演算する。これらの温度センサーは、例えば、周辺の温度に応じた
信号（例えば、温度に応じた電圧）を出力する感温素子である。なお、温度センサーは、
温度に応じたデジタル信号を出力するものであってもよい。温度センサーは、例えば、周
辺の温度に応じた振動片の共振周波数の変化を利用する方式（振動方式）の感圧素子を有
している。この感圧素子は、例えば、水晶、ニオブ酸リチウム、タンタル酸リチウム等の
圧電材料で形成された圧電振動子であり、例えば、音叉型振動子、双音叉型振動子、ＡＴ
振動子（厚みすべり振動子）、ＳＡＷ共振子などが適用される。或いは、温度センサーは
、熱電対やサーミスターにより温度を検出する感温素子により構成されていてもよい。
【００５９】
　記憶部１３０は、例えば、ＲＯＭ（Read Only Memory）やフラッシュＲＯＭ、ＲＡＭ（
Random Access Memory）等の各種ＩＣメモリー(IC: Integrated Circuit)やハードディス
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クやメモリーカードなどの、コンピューター読み取り可能な記録媒体等により構成される
。記憶部１３０は、例えば１又は複数のＩＣメモリーなどにより構成され、プログラムな
どのデータが記憶されるＲＯＭと、処理部１２０の作業領域となるＲＡＭとを有する。な
お、ＲＡＭには不揮発性のＲＡＭも含まれる。
【００６０】
　操作部１５０は、例えばボタン、キー、マイク、タッチパネル、音声認識機能（不図示
のマイクロフォンを利用）、アクション検出機能（加速度センサー１１３などを利用）な
どで構成され、ユーザーからの指示を適当な信号に変換して処理部１２０へ送る処理を行
う。
【００６１】
　計時部１６０は、例えば、リアルタイムクロック（ＲＴＣ：Real Time Clock）ＩＣな
どにより構成され、年、月、日、時、分、秒等の時刻データを生成して処理部１２０に送
る。
【００６２】
　表示部１７０は、例えばＬＣＤ（Liquid Crystal Display）、有機ＥＬ（Electrolumin
escence）ディスプレイ、ＥＰＤ（Electrophoretic Display）、タッチパネル型ディスプ
レイ等で構成され、処理部１２０からの指示に従って各種の画像を表示する。
【００６３】
　音出力部１８０は、例えばスピーカー、ブザー、バイブレーターなどで構成され、処理
部１２０からの指示に従って各種の音（又は振動）を発生させる。
【００６４】
　通信部１９０は、電子機器１とセンサーデバイス１Ｃ又は情報端末２との間のデータ通
信を成立させるための各種制御を行う。通信部１９０は、例えば、Bluetooth（登録商標
）（BTLE：Bluetooth Low Energyを含む）、Ｗｉ－Ｆｉ（登録商標）（Wi-Fi:Wireless F
idelity）、Ｚｉｇｂｅｅ（登録商標）、ＮＦＣ（Near field communication）、ＡＮＴ
＋（登録商標）等の近距離無線通信規格に対応した送受信機を含んで構成される。
【００６５】
　処理部１２０は、例えば、ＭＰＵ（Micro Processing Unit）、ＤＳＰ（Digital Signa
l Processor）、ＡＳＩＣ（Application Specific Integrated Circuit）等により構成さ
れる。処理部１２０は、記憶部１３０に格納されたプログラムと、操作部１５０を介して
ユーザーが入力した各種のコマンドとに従い各種の処理を行う。処理部１２０による処理
には、ＧＰＳセンサー１１０、地磁気センサー１１１、気圧センサー１１２、加速度セン
サー１１３、角速度センサー１１４、脈センサー１１５、温度センサー１１６、計時部１
６０などが生成するデータへのデータ処理、表示部１７０へ画像を表示させる表示処理、
音出力部１８０に音を出力させる音出力処理などが含まれる。処理部１２０は、各種プロ
グラムに従い、通信部１９０を介して情報端末２から制御コマンドを受信する処理や、通
信部１９０を介して情報端末２から受信したデータに対する各種の計算処理を行う。また
、処理部１２０は、各種プログラムに従い、記憶部１３０からデータを読み出して、通信
部１９０を介して情報端末２に所定のフォーマットで送信する処理を行う。また、処理部
１２０は、各種プログラムに従い、通信部１９０を介して、情報端末２に各種の情報を送
信し、情報端末２から受信した情報に基づいて各種の画面を表示する処理等を行う。また
、処理部１２０は、その他の各種の制御処理を行う。例えば、処理部１２０は、通信部１
９０が受信した情報、記憶部１３０に格納された情報の少なくとも一部に基づき、表示部
１７０へ画像（画像、動画像、文字、記号等）を表示させる処理を実行する。なお、電子
機器１に振動機構を設けておいて、当該振動機構により各種の情報を振動情報に変換して
ユーザーに通知してもよい。
【００６６】
１－２－３．情報端末の構成
　図３に示すとおり、情報端末２は、処理部２１、通信部２２、操作部２３、記憶部２４
、表示部２５、音出力部２６、通信部２７、及び撮像部２８を含んで構成されている。た
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だし、情報端末２は、適宜、これらの構成要素の一部が削除又は変更され、あるいは、他
の構成要素が付加された構成であってもよい。
【００６７】
　通信部２２は、電子機器１から所定のフォーマットで送信されたデータ（計測データ）
等を受信し、処理部２１に送る処理や、処理部２１からの制御コマンドを電子機器１又は
センサーデバイス１Ｃに送信する処理等を行う。
【００６８】
　操作部２３は、ユーザーの操作に応じたデータを取得し、処理部２１に送る処理を行う
。操作部２３は、例えば、タッチパネル型ディスプレイ、ボタン、キー、マイクなどであ
ってもよい。
【００６９】
　記憶部２４は、例えば、ＲＯＭ（Read Only Memory）やフラッシュＲＯＭ、ＲＡＭ（Ra
ndom Access Memory）等の各種ＩＣメモリー(IC: Integrated Circuit)やハードディスク
やメモリーカードなどの、コンピューター読み取り可能な記録媒体等により構成される。
記憶部２４は、処理部２１が各種の計算処理や制御処理を行うためのプログラムや、アプ
リケーション機能を実現するための各種プログラムやデータ等を記憶している。また、記
憶部２４は、処理部２１の作業領域として用いられ、操作部２３が取得したデータ、処理
部２１が各種プログラムに従って実行した演算結果等を一時的に記憶する。更に、記憶部
２４は、処理部２１の処理により生成されたデータのうち、長期的な保存が必要なデータ
を記憶してもよい。
【００７０】
　表示部２５は、処理部２１の処理結果を文字、グラフ、表、アニメーション、その他の
画像として表示するものである。表示部２５は、例えば、ＣＲＴ(CRT: Cathode Ray Tube
 )、ＬＣＤ(LCD: liquid crystal display)、タッチパネル型ディスプレイ、ヘッドマウ
ントディスプレイ（ＨＭＤ：Head Mounted Display）などであってもよい。なお、１つの
タッチパネル型ディスプレイで操作部２３と表示部２５の機能を実現するようにしてもよ
い。
【００７１】
　音出力部２６は、処理部２１の処理結果を音声やブザー音等の音（又は振動）として出
力するものである。音出力部２６は、例えば、スピーカーやブザーなどであってもよい。
【００７２】
　通信部２７は、ネットワーク３を介してサーバー４の通信部４２との間でデータ通信を
行うものである。例えば、通信部２７は、処理部２１からデータを受け取って、サーバー
４の通信部４２に所定のフォーマットで送信する処理を行う。また、例えば、通信部２７
は、画面の表示に必要な情報をサーバー４の通信部４２から受信して処理部２１に送る処
理や、各種の情報を処理部２１から受け取ってサーバー４の通信部４２に送信する処理を
行う。
【００７３】
　撮像部２８は、レンズ、カラー撮像素子、焦点調節機構などを備えたカメラであって、
レンズが形成する被写界の像を撮像素子により画像化する。撮像素子が取得した画像のデ
ータ（画像データ）は、処理部２１へ送られ、記憶部２４へ保存されたり表示部２５へ表
示されたりする。
【００７４】
　処理部（コンピューターの一例）２１は、ＣＰＵ（Central Processing Unit）、ＤＳ
Ｐ（Digital Signal Processor）、ＡＳＩＣ（Application Specific Integrated Circui
t）等により構成される。処理部２１は、記憶部２４に格納されたプログラムと、操作部
２３を介してユーザーが入力した各種のコマンドとに従い各種の処理を行う。処理部２１
による処理には、電子機器１又はセンサーデバイス１Ｃが生成するデータに対するデータ
処理、表示部２５へ画像を表示させる表示処理、音出力部２６に音を出力させる音出力処
理、撮像部２８が取得した画像への画像処理などが含まれる。なお、処理部２１は、単一
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のプロセッサー（Processor）で構成されてもよいし、複数のプロセッサー（Processor）
により構成されてもよい。処理部２１は、各種プログラムに従い、通信部２２を介して電
子機器１に制御コマンドを送信する処理や、通信部２２を介して電子機器１から受信した
データに対する各種の計算処理を行う。また、処理部２１は、各種プログラムに従い、記
憶部２４からデータを読み出して、通信部２７を介してサーバー４に所定のフォーマット
で送信する処理を行う。また、処理部２１は、各種プログラムに従い、通信部２７を介し
て、サーバー４に各種の情報を送信し、サーバー４から受信した情報に基づいて各種の画
面を表示する処理等を行う。また、処理部２１は、その他の各種の制御処理を行う。例え
ば、処理部２１は、通信部２７が受信した情報、通信部２２が受信した情報、記憶部２４
に格納された情報の少なくとも一部に基づき、表示部２５へ画像（画像、動画像、文字、
記号等）を表示させる処理を実行する。なお、情報端末２、電子機器１、又はセンサーデ
バイス１Ｃに振動機構を設けておいて、当該振動機構により各種の情報を振動情報に変換
してユーザーに通知してもよい。
【００７５】
１－２－４．サーバーの構成
　図３に示すとおり、サーバー４は、処理部４１、通信部４２、記憶部４４を含んで構成
されている。ただし、サーバー４は、適宜、これらの構成要素の一部が削除又は変更され
、あるいは、他の構成要素が付加された構成であってもよい。
【００７６】
　記憶部４４は、例えば、ＲＯＭ（Read Only Memory）やフラッシュＲＯＭ、ＲＡＭ（Ra
ndom Access Memory）等の各種ＩＣメモリー(IC: Integrated Circuit)やハードディスク
やメモリーカードなどの、コンピューター読み取り可能な記録媒体等により構成される。
記憶部４４は、処理部４１が各種の計算処理や制御処理を行うためのプログラムや、アプ
リケーション機能を実現するための各種プログラムやデータ等を記憶している。記憶部４
４は、処理部４１の作業領域として用いられ、処理部４１が各種プログラムに従って実行
した演算結果等を一時的に記憶する。更に、記憶部４４は、処理部４１の処理により生成
されたデータのうち、長期的な保存が必要なデータを記憶してもよい。なお、記憶部４４
に格納された各種の情報については後述する。
【００７７】
　通信部４２は、ネットワーク３を介して情報端末２の通信部２７との間でデータ通信を
行うものである。例えば、通信部４２は、情報端末２の通信部２７からデータを受け取っ
て、処理部４１に送る処理を行う。また、例えば、通信部４２は、画面の表示に必要な情
報を所定のフォーマットで情報端末２の通信部２７に送信する処理や、情報を情報端末２
の通信部２７から受信して処理部４１に送る処理を行う。
【００７８】
　処理部４１は、各種プログラムに従い、通信部４２を介して情報端末２からデータを受
信して、記憶部４４に記憶させる処理を行う。また、処理部４１は、各種プログラムに従
い、通信部４２を介して、情報端末２から各種の情報を受信し、各種の画面の表示に必要
な情報を情報端末２に送信する処理等を行う。また、処理部４１は、その他の各種の制御
処理を行う。
【００７９】
１－３．生体モニタリングの手法
　本実施形態のシステムは、ユーザーの身体の深部体温を計測する計測部と、深部体温を
所定の比較基準と比較する比較部と、比較の結果に基づいて、身体の状態に係る情報を生
成する生成部と、情報をユーザーへ提示する提示部と、を含む。
【００８０】
　本実施形態のシステムにおいて、計測部として動作可能な要素は、センサーデバイス１
Ｃの温度センサー１１６Ｃ、電子機器１の温度センサー１１６などである。また、比較部
及び生成部として動作可能な要素は、センサーデバイス１Ｃの処理部１２０Ｃ、電子機器
１の処理部１２０、情報端末２の処理部２１などである。また、提示部として動作可能な
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要素は、センサーデバイス１Ｃの表示部１７０Ｃ、音出力部１８０Ｃ、電子機器１の表示
部１７０、音出力部１８０、情報端末２の表示部２５、音出力部２６などである。
【００８１】
　ここで、提示部がユーザーへ提示する情報は、所定の比較基準との比較結果に基づく情
報であるので、深部体温それ自体を示す情報よりも、ユーザーの生活又はトレーニングへ
有効活用され得る。深部体温の属する範囲によっては、ユーザーがすべき行動は全く異な
るからである。よって、例えば、ユーザーは、自己の生活の内容を見直すべきか否かを判
断したり、自己のトレーニングの内容を見直すべきか否かを判断したりする際の目安とし
て、当該情報を用いることが可能である。
【００８２】
　以下、本実施形態のシステムには、ユーザーの生活に関する計測を行うモード（生活モ
ード）と、ユーザーのトレーニングに関する計測を行うモード（トレーニングモード）と
が搭載されているものと仮定する。
【００８３】
１－３－１．ユーザーへの装着例
　例えば、ユーザーは、身体の特定部位（例えば腹部）を集中的にトレーニングしたい場
合には、当該部位（腹部）にセンサーデバイス１Ｃを装着すればよい。センサーデバイス
１Ｃは、温度センサー１１６Ｃを備えるので、当該部位（腹部）の深部体温（筋温）を計
測することが可能である。
【００８４】
　但し、腹部に装着されたセンサーデバイス１Ｃをユーザーがトレーニング中に操作した
り目視したりすることは難しいので、この場合、ユーザーは、電子機器１を手首へ装着し
、当該電子機器１をマスターデバイスとして用い、電子機器１を介してセンサーデバイス
１Ｃを遠隔で操作するとよい。この場合、例えば、センサーデバイス１Ｃは、マスターデ
バイスとしての電子機器１と定期的に通信し、例えば、センサーデバイス１Ｃが取得した
計測データ（少なくとも温度センサー１１６Ｃの出力）は、電子機器１へ逐次に送信され
る。
【００８５】
　また、ユーザーは、複数のセンサーデバイス１Ｃをユーザーの身体の複数の部位へ個別
に装着することも可能である。
【００８６】
　また、センサーデバイス１Ｃは、例えば、メダル状、ベルト状、シール状など、様々な
形態をとり得る。図６に示したセンサーデバイス１Ｃは、ベルト状であり、図７に示した
センサーデバイス１Ｃは、シール状である。なお、本実施形態において、ユーザーの身体
に近接した位置に配置されるべきセンサーは、主に温度センサーであるため、シール状又
はベルト状に構成されるのは、センサーデバイス１Ｃの全体でなく温度センサー１１６Ｃ
のみであってもよい。また、図７には、薄型のセンサーデバイス１Ｃを示したが、センサ
ーデバイス１Ｃの一部のセンサー部の配置先をユーザーの身体から一定以上隔離する必要
がある場合には、当該センサーデバイス１Ｃに厚みを設け、センサーデバイス１Ｃのうち
身体から離れた部分へセンサー部を設ければよい。
【００８７】
　また、本システムにおいて、ユーザーの生活を見守る管理者、又は、ユーザーのトレー
ニングを指導するコーチを設ける場合には、提示部による情報の提示先を情報端末２とし
、情報端末２を管理者又はコーチに操作させてもよい。この場合、少なくとも計測部は、
センサーデバイス１Ｃ又は電子機器１に搭載され、少なくとも提示部は、情報端末２に搭
載されればよい。情報端末２は、別のユーザーが操作可能な情報端末の一例である。
【００８８】
　また、ユーザーは、本システムをトレーニングモードで動作させる場合であっても集中
的にトレーニングしたい部位が特に無い場合や、本システムを生活モードで動作させる場
合には、例えば、センサーデバイス１Ｃを用いずに電子機器１のみを装着してもよい。こ
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の場合、電子機器１は、ユーザーの身体の深部体温を計測する計測部と、深部体温を所定
の比較基準と比較する比較部と、比較の結果に基づいて、身体の状態に関する情報を生成
する生成部と、前記情報を前記ユーザーへ提示する提示部とを含む。そして、この場合、
電子機器１の温度センサー１１６が計測部として動作し、電子機器１の処理部１２０が比
較部及び生成部として動作し、電子機器１の表示部１７０及び音出力部１８０が提示部と
して動作する。
【００８９】
　以下、計測部、比較部、生成部、及び提示部の全ての機能が電子機器１に搭載された場
合について説明する。この場合、電子機器１の温度センサー１１６が計測部として動作し
、電子機器１の処理部１２０が比較部及び生成部として動作し、電子機器１の表示部１７
０、音出力部１８０が提示部として動作する。
【００９０】
　また、以下では、ユーザーは、必要に応じて電子機器１の操作部１５０を操作し、電子
機器１のモードを生活モードとトレーニングモードとの間で切り替えることが可能である
ものとする。
【００９１】
１－３－２．ＨＭＤへの表示例
　また、ユーザーは、電子機器１の表示部１７０の代わりに、電子機器１とは別に設けら
れたヘッドマウントディスプレイ（ＨＭＤ）などと呼ばれる頭部装着型の表示部１７０’
を用いることも可能である。頭部装着型の表示部１７０’は、電子機器１との間でデータ
通信を行い、画像表示用のデータを電子機器１から受信し、そのデータに基づきユーザー
の眼前に画像を表示する。このような表示部１７０’としては、例えば、後述する頭部装
着型表示装置（図１６参照）を用いることができる。
【００９２】
　頭部装着型の表示部１７０’がユーザーの眼前に表示する表示画面（後述する虚像）の
形状は、例えば、図５に示すように概略矩形状である。図５の例では、通知用のテキスト
イメージ、地図イメージなどが表示部１７０’に表示される様子を示している。また、図
５の例では、地図のイメージが必要に応じて表示画面に表示される様子を示している。地
図（地図のイメージを各図では「ＭＡＰ」又は「Ｍａｐ」という文字付きの矩形枠で表し
ている。以下同じ）は、ユーザーが存在する地点を含むエリアの地図である。地図は、ユ
ーザーが現在地点を確認する際や、電子機器１がユーザーを目的地へ案内（ナビゲート）
する場合などに用いられる。
【００９３】
　なお、図５（Ａ）は、２以上の計測データ（時刻（time）、速度（speed）、心拍数（H
R）、深部体温（Deep body temperature））と、地図と、ユーザーへ提示すべき所定の情
報（「Interval　Go！」というテキストイメージ）とが表示された例であり、図５（Ｂ）
は、ユーザーへ提示すべき所定の情報（「Interval　Go！」）のみを表示した例であり、
図５（Ｃ）は、地図のイメージと、計測データのうち１つ（速度）のテキストイメージと
が表示された例であり、図５（Ｄ）は、計測データの１つ（深部体温）のテキストイメー
ジと、ユーザーへ提示すべき所定の情報（「Interval　Go！」）が表示された例である。
画面に表示すべき情報、情報のレイアウトなどは、ユーザーによってカスタマイズ可能で
あってもよいし、画面のサイズなどに応じて自動的に決定されてもよい。
【００９４】
　なお、頭部装着型の表示部１７０’に表示される画面と、電子機器１に内蔵された表示
部１７０に表示される画面とでは、一括して表示できる情報量や、画面サイズ、情報のレ
イアウトなどが異なる可能性はあるものの、表示すべき情報の内容は基本的に同様である
。以下、電子機器１に内蔵された表示部１７０が用いられる場合を想定する。後述する図
８などでは、内蔵型の表示部１７０の輪郭形状が円形である場合を想定する（図８などを
参照。）。
【００９５】



(17) JP 2018-68478 A 2018.5.10

10

20

30

40

50

１－３－３．生活モード
１－３－３－１．時計表示画面
　ユーザーは、非トレーニング時に電子機器１を生活モードに設定する。
【００９６】
　生活モードにおける電子機器１の処理部１２０は、例えば、ＧＰＳセンサー１１０、地
磁気センサー１１１、気圧センサー１１２、加速度センサー１１３、角速度センサー１１
４、脈センサー１１５、温度センサー１１６を例えば所定頻度で駆動し、これらセンサー
が取得した計測データを、取得時刻に対応付けて記憶部１３０へ書き込む。なお、記憶部
１３０に蓄積された計測データは、必要に応じて情報端末２へ吸い上げられ、更には、サ
ーバー４へアップロードすることができる。サーバー４の記憶部４４には、アップロード
された計測データがユーザーごとに格納される。
【００９７】
　生活モードにおける電子機器１の処理部１２０は、基本的には、電力消費を抑えるため
、例えば図８（Ａ）に示すような時計表示画面を表示部１７０へ表示させる。時計表示画
面の表示中には、ＧＰＳセンサー１１０、地磁気センサー１１１、気圧センサー１１２、
加速度センサー１１３、角速度センサー１１４、脈センサー１１５、温度センサー１１６
のうち少なくとも１つの駆動を休止させることが可能だからである。
【００９８】
　また、生活モードにおける電子機器１は、少なくとも温度センサー１１６が取得した計
測データ（深部体温）を注意喚起用の閾値及び警告用の閾値と比較し、深部体温が注意喚
起用の閾値を越えたか否か、深部体温が警告用の閾値を越えたか否かを、例えば定期的に
判定する。なお、注意喚起用の閾値及び警告用の閾値については、後述する。
【００９９】
１－３－３－２．計測データ表示画面
　そして、電子機器１の処理部１２０は、操作部１５０を介してユーザーから所定の指示
を受けた場合に、表示部１７０の表示画面を図８（Ｂ）に示すような計測データ表示画面
へと切り替える。計測データ表示画面には、電子機器１に搭載された何れかのセンサーが
取得した計測データの数値が表示される。図８（Ｂ）は、温度センサー１１６が取得した
計測データ（深部体温）が表示された例を示している。
【０１００】
　なお、計測データ表示画面には、ＧＰＳセンサー１１０が取得した計測データ（位置）
、地磁気センサー１１１が取得した計測データ（方位）、気圧センサー１１２が取得した
計測データ（気圧）、脈センサー１１５が取得した計測データ（心拍）の何れかが含まれ
てもよい。また、電子機器１の処理部１２０は、計測データ表示画面へ表示すべき１又は
複数の計測データを予めユーザーに選択させてもよい（表示選択モード）。
【０１０１】
１－３－３－３．注意喚起画面
　そして、電子機器１の処理部１２０は、ユーザーの深部体温が注意喚起用の閾値を超え
た場合に、図８（Ｃ）に示すような注意喚起画面を表示部１７０へ表示させる。注意喚起
画面は、ユーザーの身体の状態に係る情報の一例である。
【０１０２】
　注意喚起画面は、ユーザーへのアドバイスを含んでおり、アドバイスは、水分補給の必
要性に係るアドバイス、休憩の必要性に係るアドバイス、気温調節の必要性に係るアドバ
イス、体温調節の必要性に係るアドバイス、及び医師の診断の必要性に係るアドバイスの
うち少なくとも何れかを含む。
【０１０３】
　図８（Ｃ）に示す注意喚起画面には、注意喚起「熱中症に注意」、水分補給の必要性に
係るアドバイス「水分補給してください」、休憩の必要性に係るアドバイス「運動を中止
」、気温調節の必要性に係るアドバイス「日陰に入ってください」が含まれる。
【０１０４】
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　なお、電子機器１の処理部１２０は、注意喚起画面の表示に加えて、注意喚起用の音声
、注意喚起用の光、注意喚起用の振動、注意喚起用のモーションのうち少なくとも何れか
を出力してもよい。光は、表示部１７０を介して出力され、音声、振動、モーションは、
音出力部１８０を介して出力される。
【０１０５】
　つまり、本実施形態のシステムにおいて、ユーザーに提示される情報は、ユーザーが聴
覚、視覚、及び触覚のうち少なくとも何れかにより認識可能な情報であってもよい。この
場合、ユーザーの聴覚、視覚、及び触覚のうち少なくとも何れかを介して前記情報をユー
ザーに認識させることができる。また、本実施形態のシステムにおいて、ユーザーに提示
される情報は、ユーザーが視覚により認識可能な色、文字、記号、目盛り、及び模様のう
ち少なくとも何れかを用いて表されてもよい。この場合、色、文字、記号、目盛り、及び
模様のうち少なくとも何れかを用いて前記情報をユーザーに認識させることができる。
【０１０６】
　例えば、処理部１２０は、目盛りイメージと指針イメージとを組み合わせて深部体温の
表示（ゲージ、メーターの表示）を行い、目盛りイメージに、注意喚起用の閾値から警告
用の閾値までの注意喚起ゾーンを設け、当該注意喚起ゾーンの色、模様などを強調しても
よい。また、深部体温を表す指針イメージが注意喚起ゾーンに位置するときには、光や音
などの通知を行ってもよい。
【０１０７】
　また、電子機器１の処理部１２０は、注意喚起用の音声、光、振動、モーションを行う
か否かをユーザーに指定させてもよい。
【０１０８】
　また、電子機器１の処理部１２０は、注意喚起用の閾値をユーザーに指定させてもよい
。指定可能な範囲は、例えば３７℃から４０℃の範囲に設定される。
【０１０９】
　また、電子機器１に対するユーザーの指示や指定の入力は、操作部１５０を介して行わ
れる。
【０１１０】
１－３－３－４．警告画面
　更に、電子機器１の処理部１２０は、ユーザーの深部体温が警告用の閾値を超えた場合
に、図８（Ｄ）に示すような警告画面へと切り替える。警告画面も、ユーザーの身体の状
態に係る情報の一例である。警告用の閾値は、注意喚起用の閾値よりも高いものとする。
【０１１１】
　警告画面も、ユーザーへのアドバイスを含んでおりアドバイスは、水分補給の必要性に
係るアドバイス、休憩の必要性に係るアドバイス、気温調節の必要性に係るアドバイス、
体温調節の必要性に係るアドバイス、及び医師の診断の必要性に係るアドバイスのうち少
なくとも何れかを含む。但し、警告画面は、注意喚起画面よりも強いアドバイス（「した
方が良い旨」よりも「すべき旨」に近いアドバイスである。）を含む。
【０１１２】
　図８（Ｄ）に示す警告画面には、警告「熱中症発症」、水分補給の必要性に係るアドバ
イス「水分補給してください」、気温調節の必要性に係るアドバイス「日陰に入ってくだ
さい」、及び医師の診断の必要性に係るアドバイス「病院へ行ってください」が含まれる
。
【０１１３】
　従って、ユーザーの身体の状態に応じた正しいタイミングで水分補給、休憩、気温調節
、体温調節、医師の診断の何れかをユーザーに勧めることができる。これらのアドバイス
によると、ユーザーの深部体温が高過ぎるためにユーザーの身体機能が低下し、ユーザー
の判断能力が低下している場合であっても、ユーザーへ正しい行動を促すことができる。
【０１１４】
　なお、電子機器１の処理部１２０は、警告画面の表示に加えて、警告用の音声、警告用
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の光、警告用の振動、警告用のモーションのうち少なくとも何れかを出力してもよい。光
は、表示部１７０を介して出力され、音声、振動、モーションは、音出力部１８０を介し
て出力される。
【０１１５】
　つまり、本実施形態のシステムにおいて、ユーザーに提示される情報は、ユーザーが聴
覚、視覚、及び触覚のうち少なくとも何れかにより認識可能な情報であってもよい。この
場合、ユーザーの聴覚、視覚、及び触覚のうち少なくとも何れかを介して前記情報をユー
ザーに認識させることができる。また、本実施形態のシステムにおいて、ユーザーに提示
される情報は、ユーザーが視覚により認識可能な色、文字、記号、目盛り、及び模様のう
ち少なくとも何れかを用いて表されてもよい。この場合、色、文字、記号、目盛り、及び
模様のうち少なくとも何れかを用いて前記情報をユーザーに認識させることができる。
【０１１６】
　例えば、処理部１２０は、目盛りイメージと指針イメージとを組み合わせて深部体温の
表示（ゲージ、メーターの表示）を行い、目盛りイメージに注意喚起ゾーンを設け、深部
体温を表す指針イメージが注意喚起ゾーンの上限を超えるときには、光や音などの通知を
行ってもよい。この通知は、指針イメージが注意喚起ゾーンに属しているときの通知より
強調されることが望ましい。
【０１１７】
　また、電子機器１の処理部１２０は、警告用の音声、光、振動、モーションを行うか否
かをユーザーに指定させてもよい。
【０１１８】
　また、電子機器１の処理部１２０は、警告用の閾値をユーザーに指定させてもよい。指
定可能な範囲は、例えば４０℃から４２℃の範囲に設定される。
【０１１９】
　また、電子機器１に対するユーザーの指示や指定の入力は、操作部１５０を介して行わ
れる。
【０１２０】
１－３－４．トレーニングモード
１－３－４－１．計測データ表示画面
　ユーザーは、トレーニング時に電子機器１をトレーニングモードに設定する。ここでは
、トレーニングモードの一例として、インターバル走のためのモードを想定し、インター
バル走の高速走行（本トレーニング）を開始するタイミングと、高速走行（本トレーニン
グ）を中断するタイミングと、高速走行（本トレーニング）を再開するタイミングとを、
それぞれ電子機器１がユーザーへ通知する場合について説明する。
【０１２１】
　インターバル走の開始前、ユーザーがウォーミングアップを行っても、外気温度によっ
て筋温（深部体温と同等）が最大酸素摂取量となる温度に到達していなければ、結果とし
て低負荷でのトレーニングとなってしまい、身体に特異刺激を印加できず、その後の超回
復による身体能力向上（トレーニング効果）は期待できない。また、トレーニング内容や
トレーニングを行う環境によっては、深部体温が上昇していき熱中症を発症してしまう場
合もある。
【０１２２】
　先ず、トレーニングモードにおける電子機器１は、例えば、ＧＰＳセンサー１１０、地
磁気センサー１１１、気圧センサー１１２、加速度センサー１１３、角速度センサー１１
４、脈センサー１１５、温度センサー１１６を例えば所定頻度で駆動し、これらセンサー
が取得した計測データを、取得時刻に対応付けて記憶部１３０へ書き込む。なお、記憶部
１３０に蓄積された計測データは、必要に応じて情報端末２へ吸い上げられ、更には、サ
ーバー４へアップロードすることができる。サーバー４の記憶部４４には、アップロード
された計測データがユーザーごとに格納される。
【０１２３】
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　また、トレーニングモードにおける電子機器１は、少なくとも温度センサー１１６が取
得した計測データ（深部体温）を運動開始用の閾値及び運動中断用の閾値と比較し、深部
体温が運動開始用の閾値を越えたか否か、深部体温が運動中断用の閾値を越えたか否か、
深部体温が運動再開用の閾値まで低下したか否かを、例えば定期的に判定する。なお、運
動開始用の閾値、運動中断用の閾値、運動再開用の閾値については、後述する。
【０１２４】
　トレーニングモードにおける電子機器１の処理部１２０は、基本的には、例えば図９（
Ａ）又は図９（Ｂ）に示すような計測データ表示画面を表示部１７０へ表示させる。
【０１２５】
　計測データ表示画面には、図９（Ａ）又は図９（Ｂ）に示すとおり、ユーザーの存在す
るエリアの地図（Map）、時刻（time）、移動速度（speed）、心拍数（ＨＲ）、深部体温
（ＤＢＴ：Deep body temperature）、運動の可否を示す情報（「Interval Go！」）など
が表示される。
【０１２６】
　なお、計測データ表示画面には、ＧＰＳセンサー１１０が取得した計測データ（位置）
、地磁気センサー１１１が取得した計測データ（方位）、気圧センサー１１２が取得した
計測データ（気圧）、脈センサー１１５が取得した計測データ（心拍）の何れかが含まれ
てもよい。また、電子機器１の処理部１２０は、計測データ表示画面へ表示すべき１又は
複数の計測データを予めユーザーに選択させてもよい（表示選択モード）。
【０１２７】
１－３－４－２．運動開始画面
　そして、電子機器１の処理部１２０は、ユーザーの深部体温が運動開始用の閾値を超え
た場合に、図９（Ｃ）又は図９（Ｃ）に示すような運動開始画面を表示部１７０へ表示さ
せる。運動開始画面は、ユーザーの身体の状態に係る情報の一例である。
【０１２８】
　運動開始画面（図９（Ｃ）又は図９（Ｄ））は、ユーザーへのアドバイスを含んでおり
、アドバイスは、運動開始の可否に係るアドバイス、具体的には運動開始のアドバイス「
Interval　Go！」を含んでいる。
【０１２９】
　従って、ユーザーの身体の状態に応じた正しいタイミングで運動の開始をユーザーに促
すことができる。
【０１３０】
　なお、電子機器１の処理部１２０は、運動開始画面の表示に加えて、運動開始用の音声
、運動開始用の光、運動開始用の振動、運動開始用のモーションのうち少なくとも何れか
を出力してもよい。光は、表示部１７０を介して出力され、音声、振動、モーションは、
音出力部１８０を介して出力される。
【０１３１】
　つまり、本実施形態のシステムにおいて、ユーザーに提示される情報は、ユーザーが聴
覚、視覚、及び触覚のうち少なくとも何れかにより認識可能な情報であってもよい。この
場合、ユーザーの聴覚、視覚、及び触覚のうち少なくとも何れかを介して前記情報をユー
ザーに認識させることができる。また、本実施形態のシステムにおいて、ユーザーに提示
される情報は、ユーザーが視覚により認識可能な色、文字、記号、目盛り、及び模様のう
ち少なくとも何れかを用いて表されてもよい。この場合、色、文字、記号、目盛り、及び
模様のうち少なくとも何れかを用いて前記情報をユーザーに認識させることができる。
【０１３２】
　例えば、処理部１２０は、目盛りイメージと指針イメージとを組み合わせて深部体温の
表示（ゲージ、メーターの表示）を行い、目盛りイメージに、運動開始用の閾値を下限と
し、運動中断用の閾値を上限とする運動ゾーンを設け、当該運動ゾーンの色、模様などを
強調してもよい。また、深部体温を表す指針イメージが運動ゾーンの下限を超えたタイミ
ングで、光や音などの通知を行ってもよい。
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【０１３３】
　また、電子機器１の処理部１２０は、運動開始用の音声、光、振動、モーションを行う
か否かをユーザーに指定させてもよい。
【０１３４】
　また、電子機器１の処理部１２０は、運動開始用の閾値をユーザーに指定させてもよい
。指定可能な範囲は、例えば３７℃から４０℃の範囲に設定される。
【０１３５】
　また、電子機器１に対するユーザーの指示や指定の入力は、操作部１５０を介して行わ
れる。
【０１３６】
１－３－４－３．運動中断画面
　また、電子機器１の処理部１２０は、運動開始画面の表示後（すなわち本トレーニング
の開始後）に、ユーザーの深部体温が運動中断用の閾値を越えた場合に、不図示の運動中
断画面を表示部１７０へ表示させる。
【０１３７】
　運動中断画面は、ユーザーへのアドバイスを含んでおり、アドバイスは、運動中断の要
否に係るアドバイス、具体的には運動中断のアドバイス「Interval　Stop！」を含んでい
る。
【０１３８】
　従って、ユーザーの身体の状態に応じた正しいタイミングで運動の中断をユーザーに促
すことができる。
【０１３９】
　なお、電子機器１の処理部１２０は、運動中断画面の表示に加えて、運動中断用の音声
、運動中断用の光、運動中断用の振動、運動中断用のモーションのうち少なくとも何れか
を出力してもよい。光は、表示部１７０を介して出力され、音声、振動、モーションは、
音出力部１８０を介して出力される。
【０１４０】
　つまり、本実施形態のシステムにおいて、ユーザーに提示される情報は、ユーザーが聴
覚、視覚、及び触覚のうち少なくとも何れかにより認識可能な情報であってもよい。この
場合、ユーザーの聴覚、視覚、及び触覚のうち少なくとも何れかを介して前記情報をユー
ザーに認識させることができる。また、本実施形態のシステムにおいて、ユーザーに提示
される情報は、ユーザーが視覚により認識可能な色、文字、記号、目盛り、及び模様のう
ち少なくとも何れかを用いて表されてもよい。この場合、色、文字、記号、目盛り、及び
模様のうち少なくとも何れかを用いて前記情報をユーザーに認識させることができる。
【０１４１】
　例えば、処理部１２０は、目盛りイメージと指針イメージとを組み合わせて深部体温の
表示（ゲージ、メーターの表示）を行い、目盛りイメージに、運動ゾーンを設け、深部体
温を表す指針イメージが運動ゾーンの上限を超えたタイミングで、光や音などの通知を行
ってもよい。
【０１４２】
　また、電子機器１の処理部１２０は、運動中断用の音声、光、振動、モーションを行う
か否かをユーザーに指定させてもよい。
【０１４３】
　また、電子機器１の処理部１２０は、運動中断用の閾値をユーザーに指定させてもよい
。指定可能な範囲は、例えば３８℃から４２℃の範囲に設定される。
【０１４４】
　また、電子機器１に対するユーザーの指示や指定の入力は、操作部１５０を介して行わ
れる。
【０１４５】
１－３－４－４．運動再開画面
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　また、電子機器１の処理部１２０は、運動中断画面の表示後（すなわち本トレーニング
の中断後）に、ユーザーの深部体温が運動再開用の閾値まで低下した場合に、不図示の運
動再開画面を表示部１７０へ表示させる。運動再開用の閾値は、例えば、運動開始用の閾
値と同じに設定される。
【０１４６】
　運動再開画面は、ユーザーへのアドバイスを含んでおり、アドバイスは、運動再開の要
否に係るアドバイス、具体的には運動再開のアドバイス「Interval　Go！」を含んでいる
。
【０１４７】
　従って、ユーザーの身体の状態に応じた正しいタイミングで運動の再開をユーザーに促
すことができる。
【０１４８】
　なお、電子機器１の処理部１２０は、運動再開画面の表示に加えて、運動再開用の音声
、運動再開用の光、運動再開用の振動、運動再開用のモーションのうち少なくとも何れか
を出力してもよい。光は、表示部１７０を介して出力され、音声、振動、モーションは、
音出力部１８０を介して出力される。
【０１４９】
　つまり、本実施形態のシステムにおいて、ユーザーに提示される情報は、ユーザーが聴
覚、視覚、及び触覚のうち少なくとも何れかにより認識可能な情報であってもよい。この
場合、ユーザーの聴覚、視覚、及び触覚のうち少なくとも何れかを介して前記情報をユー
ザーに認識させることができる。また、本実施形態のシステムにおいて、ユーザーに提示
される情報は、ユーザーが視覚により認識可能な色、文字、記号、目盛り、及び模様のう
ち少なくとも何れかを用いて表されてもよい。この場合、色、文字、記号、目盛り、及び
模様のうち少なくとも何れかを用いて前記情報をユーザーに認識させることができる。
【０１５０】
　例えば、処理部１２０は、目盛りイメージと指針イメージとを組み合わせて深部体温の
表示（ゲージ、メーターの表示）を行い、目盛りイメージに、運動ゾーンを設け、深部体
温を表す指針イメージが運動ゾーンの下限まで低下したタイミングで、光や音などの通知
を行ってもよい。
【０１５１】
　また、電子機器１の処理部１２０は、運動再開用の音声、光、振動、モーションを行う
か否かをユーザーに指定させてもよい。
【０１５２】
　また、電子機器１の処理部１２０は、運動再開用の閾値をユーザーに指定させてもよい
。指定可能な範囲は、例えば３７℃から４０℃の範囲に設定される。ここでは、
　また、電子機器１に対するユーザーの指示や指定の入力は、操作部１５０を介して行わ
れる。
【０１５３】
１－３－５．地図表示
　本実施形態のシステムにおいて、ユーザーに提示される情報は、水分補給が可能な地点
に係る情報、休憩が可能な地点に係る情報、気温調節が可能な地点に係る情報、体温調節
が可能な地点に係る情報、及び医師の診断が可能な地点に係る情報のうち少なくとも何れ
かを含んでもよい。この場合、ユーザーの身体の状態に応じた正しいタイミングでユーザ
ーに水分補給、休憩、気温調節、体温調節、医師の診断の何れかを受けられる地点をユー
ザーへ通知することができる。
【０１５４】
　例えば、電子機器１の処理部１２０は、注意喚起画面、警告画面、又は運動中断画面に
地図（ユーザーの存在する地点の属するエリアの地図）を表示し、当該地図上において、
水分補給が可能な地点、休憩が可能な地点、気温調節が可能な地点、体温調節が可能な地
点、及び医師の診断が可能な地点のうち少なくとも何れかに相当する箇所へ、マークを付
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してもよい。
【０１５５】
　なお、電子機器１の処理部１２０は、ＧＰＳセンサー１１０の取得した計測データ（測
位データ）に基づくことにより、ユーザーの存在する地点を既知とすることができる。ま
た、電子機器１の処理部１２０は、サーバー４、情報端末２を介して電子機器１の記憶部
１３０に地図のデータを予めダウンロードしておくことができる。サーバー４の記憶部４
４には、予め、水分補給が可能な地点、休憩が可能な地点、気温調節が可能な地点、体温
調節が可能な地点、及び医師の診断が可能な地点の情報が掲載された広域な地図のデータ
が格納されており、情報端末２からの要求に応じて、当該地図のデータの一部（必要なエ
リアのデータ）を情報端末２へ送信することが可能である。
【０１５６】
　また、電子機器１の処理部１２０は、公知のナビゲーション機能を用いることにより、
マークした地点の何れか（例えば、ユーザーの現在地点に最も近い地点）に向かってユー
ザーを誘導してもよい。ナビゲーションは、画像、音、もしくは光、又はこれらの組み合
わせによって行うことができる。
【０１５７】
１－３－６．生活モードにおける深部体温の推移
　図１０は、生活モードにおける深部体温の時間変化を示すグラフの一例である。図１０
の下部に示す情報「家事」、「テレビ鑑賞」、「暑い屋外で掃除」は、ユーザーの行動を
示しており、図１０の下部に示す両側矢印は、当該行動が行われたおおよその期間を示し
ている。
【０１５８】
　図１０に示すとおり、電子機器１が生活モードにあるとき、ユーザーは、家事をしたり
、テレビを見たりする。家事やテレビを見たりする通常の生活においては、ユーザーの深
部体温は、注意喚起用の閾値を超えることは無いが、暑い屋外で掃除をした場合には、著
しく上昇する虞がある。
【０１５９】
　しかし、深部体温が注意喚起用の閾値を超過した場合、本実施形態の電子機器１は、注
意喚起画面等によりユーザーへ注意喚起を行う。このとき、ユーザーが注意喚起を無視し
て屋外での掃除を継続した場合には、深部体温が更に上昇する虞がある。
【０１６０】
　その後、深部体温が警告用の閾値を超過した場合、本実施形態の電子機器１は、警告画
面等によりユーザーへ警告を行う。
【０１６１】
　すなわち、生活モードにおける電子機器１は、ユーザーの深部体温が、警告用の閾値と
注意喚起用の閾値とで挟まれた注意喚起ゾーンに属する場合に、注意喚起を行い、注意喚
起ゾーンよりも高い範囲に属する場合に、警告を行い、注意喚起ゾーンより低い範囲に属
する場合に、警告及び注意喚起を行わない。
【０１６２】
１－３－７．トレーニングモードにおける深部体温の推移
　図１１は、トレーニングモードにおける深部体温の時間変化を示すグラフの一例である
。図１１の下部に示す情報「準備」、「本トレーニング」、「トレーニング中断」、「終
了」は、ユーザーの行動を示しており、図１１の下部に示す両側矢印は、当該行動が行わ
れたおおよその期間を示している。
【０１６３】
　図１１に示すとおり、電子機器１がトレーニングモードにあるとき、ユーザーは、本ト
レーニングとトレーニング中断とを繰り返すインターバル走を行う。また、トレーニング
の開始前に、ユーザーは、ストレッチ、ジョギングなどの準備運動を行って身体を温める
。但し、本実施形態のユーザーは、トレーニングを開始するタイミング、中断するタイミ
ング、再開するタイミングを、それぞれ電子機器１のアドバイスに従って決定する。
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【０１６４】
　準備運動前は、ユーザーの深部体温が低い値であるが、準備運動によりユーザーの深部
体温は徐々に上昇する。そして、深部体温が運動開始用の閾値を超えた場合に、電子機器
１は、運動開始画面等によりユーザーへ運動の開始指示を行う。
【０１６５】
　そして、ユーザーが本トレーニングを開始すると、ユーザーの深部体温は、更に上昇す
る。そして、深部体温が運動中断用の閾値を超えた場合に、電子機器１は、運動中断画面
等によりユーザーへ運動の中断指示を行う。
【０１６６】
　そして、ユーザーがトレーニングを中断すると、ユーザーの深部体温は、徐々に下降す
る。そして、深部体温が運動再開用の閾値にまで低下した場合に、電子機器１は、運動再
開画面等によりユーザーへ運動の再開指示を行う。
【０１６７】
　そして、ユーザーが本トレーニングを再開すると、ユーザーの深部体温は、更に上昇す
る。そして、深部体温が運動中断用の閾値を超えた場合に、電子機器１は、運動中断画面
等によりユーザーへ運動の中断指示を行う。
【０１６８】
　そして、ユーザーがトレーニングを中断すると、ユーザーの深部体温は、徐々に下降す
る。そして、深部体温が運動再開用の閾値にまで低下した場合に、電子機器１は、運動再
開画面等によりユーザーへ運動の再開指示を行う。
【０１６９】
　すなわち、トレーニングモードにおける電子機器１は、本トレーニングの開始前は、ユ
ーザーの深部体温が、運動開始用の閾値と運動中断用の閾値とで挟まれた運動ゾーンの下
限に達した場合に、運動の開始指示を行う。
【０１７０】
　また、トレーニングモードにおける電子機器１は、本トレーニングの開始後は、ユーザ
ーの深部体温が、運動開始用の閾値と運動中断用の閾値とで挟まれた運動ゾーンの上限に
達した場合に、運動の中断指示を行う。
【０１７１】
　また、トレーニングモードにおける電子機器１は、本トレーニングの中断後は、ユーザ
ーの深部体温が、運動中断用の閾値と運動再開用の閾値（＝運動開始用の閾値）とで挟ま
れた運動ゾーンの下限まで低下した場合に、運動の再開指示を行う。
【０１７２】
　従って、トレーニングモードにおける電子機器１は、ユーザーの深部体温が運動ゾーン
に属した状態が維持されるように、本トレーニングの開始、中断、再開を指示する。
【０１７３】
１－３－８．生活モードにおける処理のフロー
　図１２は、生活モードにおける処理のフローチャートの一例である。なお、このフロー
チャートは、電子機器１が生活モードに設定されている期間中に、電子機器１の処理部１
２０によって繰り返し実行される。実行の頻度は、例えば１／６０秒ごとなどの所定頻度
である。
【０１７４】
　フローが開始されると、処理部１２０は、温度センサー１１６の出力（第１温度、第２
温度、第３温度）に基づき、深部体温を計算する（Ｓ１０１）。
【０１７５】
　次に、処理部１２０は、深部体温を注意喚起用の閾値と比較し、深部体温が閾値を超え
たか否かを判定する（Ｓ１０２）。処理部１２０は、深部体温が閾値を超えた場合（Ｓ１
０２Ｙ）に次の判定処理（Ｓ１０３）へ移行し、そうでない場合（Ｓ１０２Ｎ）にフロー
を終了する。
【０１７６】
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　次に、処理部１２０は、深部体温を警告用の閾値と比較し、深部体温が閾値を超えたか
否かを判定する（Ｓ１０３）。処理部１２０は、深部体温が閾値を超えた場合（Ｓ１０３
Ｙ）に警告の処理（Ｓ１０９）に移行し、そうでない場合（Ｓ１０３Ｎ）に注意喚起の処
理（Ｓ１０４）に移行する。
【０１７７】
　次に、処理部１２０は、注意喚起画面を表示部１７０へ表示させる（Ｓ１０４）。
【０１７８】
　次に、処理部１２０は、振動出力（振動アラーム）が予めユーザーによって許可（オン
）されているか否かを判定する（Ｓ１０５）。なお、振動アラームが許可されているか否
かを示す情報は、記憶部１３０に格納されているものとする。処理部１２０は、記憶部１
３０を参照して許可されていることを認識すると（Ｓ１０５Ｙ）、次の処理（Ｓ１０６）
へ移行し、そうでない場合（Ｓ１０５Ｎ）に、次の処理（Ｓ１０６）をスキップする。
【０１７９】
　次に、処理部１２０は、音出力部１８０に対して注意喚起用の振動を出力させる（Ｓ１
０６）。
【０１８０】
　次に、処理部１２０は、音声出力（音声アラーム）が予めユーザーによって許可（オン
）されているか否かを判定する（Ｓ１０７）。なお、音声アラームが許可されているか否
かを示す情報は、記憶部１３０に格納されているものとする。処理部１２０は、記憶部１
３０を参照して許可されていることを認識すると（Ｓ１０７Ｙ）、次の処理（Ｓ１０８）
へ移行し、そうでない場合（Ｓ１０７Ｎ）に、次の処理（Ｓ１０８）をスキップし、フロ
ーを終了する。
【０１８１】
　次に、処理部１２０は、音出力部１８０に対して注意喚起用の音声を出力させ（Ｓ１０
８）、フローを終了する。
【０１８２】
　一方、処理部１２０は、ステップＳ１０３において深部体温が閾値を超えた場合（Ｓ１
０３Ｙ）に、警告画面を表示部１７０へ表示させる（Ｓ１０９）。
【０１８３】
　次に、処理部１２０は、振動出力（振動アラーム）が予めユーザーによって許可（オン
）されているか否かを判定する（Ｓ１１０）。なお、振動アラームが許可されているか否
かを示す情報は、記憶部１３０に格納されているものとする。処理部１２０は、記憶部１
３０を参照して許可されていることを認識すると（Ｓ１１０Ｙ）、次の処理（Ｓ１１１）
へ移行し、そうでない場合（Ｓ１１０Ｎ）に、次の処理（Ｓ１１１）をスキップする。
【０１８４】
　次に、処理部１２０は、処理部１２０は、音出力部１８０に対して警告用の振動を出力
させる（Ｓ１１１）。
【０１８５】
　次に、処理部１２０は、音声出力（音声アラーム）が予めユーザーによって許可（オン
）されているか否かを判定する（Ｓ１１２）。なお、音声アラームが許可されているか否
かを示す情報は、記憶部１３０に格納されているものとする。処理部１２０は、記憶部１
３０を参照して許可されていることを認識すると（Ｓ１１２Ｙ）、次の処理（Ｓ１１３）
へ移行し、そうでない場合（Ｓ１１２Ｎ）に、次の処理（Ｓ１１３）をスキップし、フロ
ーを終了する。
【０１８６】
次に、処理部１２０は、音出力部１８０に対して警告用の音声を出力させ（Ｓ１１３）、
フローを終了する。
【０１８７】
　なお、以上のフローにおいて一部のステップの実行の順序は可能な範囲内で入れ替える
ことが可能である。また、以上のフローの一部のステップを省略することも可能である。
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【０１８８】
１－３－９．トレーニングモードにおける開始処理のフロー
　図１３は、トレーニングモードにおける開始処理のフローチャートの一例である。なお
、このフローチャートは、電子機器１がトレーニングモードに設定されてからトレーニン
グの開始指示がなされるまでの期間中、電子機器１の処理部１２０によって繰り返し実行
される。実行の頻度は、例えば１／６０秒ごとなどの所定頻度である。
【０１８９】
　フローが開始されると、処理部１２０は、温度センサー１１６の出力（第１温度、第２
温度、第３温度）に基づき、深部体温を計算する（Ｓ２０１）。なお、計算する処理は、
温度センサー１１６が行ってもよい（以下も同様）。
【０１９０】
　次に、処理部１２０は、深部体温を開始用の閾値と比較し、深部体温が閾値を超えたか
否かを判定する（Ｓ２０２）。処理部１２０は、深部体温が閾値を超えた場合（Ｓ２０２
Ｙ）に次の処理（Ｓ２０４）へ移行し、そうでない場合（Ｓ２０２Ｎ）にフローを終了す
る。
【０１９１】
　次に、処理部１２０は、運動開始画面を表示部１７０へ表示させる（Ｓ２０４）。
【０１９２】
　次に、処理部１２０は、振動出力（振動アラーム）が予めユーザーによって許可（オン
）されているか否かを判定する（Ｓ２０５）。なお、振動アラームが許可されているか否
かを示す情報は、記憶部１３０に格納されているものとする。処理部１２０は、記憶部１
３０を参照して許可されていることを認識すると（Ｓ２０５Ｙ）、次の処理（Ｓ２０６）
へ移行し、そうでない場合（Ｓ２０５Ｎ）に、次の処理（Ｓ２０６）をスキップする。
【０１９３】
　次に、処理部１２０は、音出力部１８０に対して運動開始用の振動を出力させる（Ｓ２
０６）。
【０１９４】
　次に、処理部１２０は、音声出力（音声アラーム）が予めユーザーによって許可（オン
）されているか否かを判定する（Ｓ２０７）。なお、音声アラームが許可されているか否
かを示す情報は、記憶部１３０に格納されているものとする。処理部１２０は、記憶部１
３０を参照して許可されていることを認識すると（Ｓ２０７Ｙ）、次の処理（Ｓ２０８）
へ移行し、そうでない場合（Ｓ２０７Ｎ）に、次の処理（Ｓ２０８）をスキップし、フロ
ーを終了する。
【０１９５】
　次に、処理部１２０は、音出力部１８０に対して運動開始用の音声を出力させ（Ｓ２０
８）、フローを終了する。
【０１９６】
　なお、以上のフローにおいて一部のステップの実行の順序は可能な範囲内で入れ替える
ことが可能である。また、以上のフローの一部のステップを省略することも可能である。
【０１９７】
１－３－１０．トレーニングモードにおける中断処理のフロー
　図１４は、トレーニングモードにおける中断処理のフローチャートの一例である。なお
、このフローチャートは、トレーニングの開始指示がなされてから中断指示がなされるま
での期間中、電子機器１の処理部１２０によって繰り返し実行される。実行の頻度は、例
えば１／６０秒ごとなどの所定頻度である。
【０１９８】
　フローが開始されると、処理部１２０は、温度センサー１１６の出力（第１温度、第２
温度、第３温度）に基づき、深部体温を計算する（Ｓ２０１）。
【０１９９】
　次に、処理部１２０は、深部体温を中断用の閾値と比較し、深部体温が閾値を超えたか
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否かを判定する（Ｓ２０３）。処理部１２０は、深部体温が閾値を超えた場合（Ｓ２０３
Ｙ）に次の処理（Ｓ２０９）へ移行し、そうでない場合（Ｓ２０３Ｎ）にフローを終了す
る。
【０２００】
　次に、処理部１２０は、運動中断画面を表示部１７０へ表示させる（Ｓ２０９）。
【０２０１】
　次に、処理部１２０は、振動出力（振動アラーム）が予めユーザーによって許可（オン
）されているか否かを判定する（Ｓ２１０）。なお、振動アラームが許可されているか否
かを示す情報は、記憶部１３０に格納されているものとする。処理部１２０は、記憶部１
３０を参照して許可されていることを認識すると（Ｓ２１０Ｙ）、次の処理（Ｓ２１１）
へ移行し、そうでない場合（Ｓ２１０Ｎ）に、次の処理（Ｓ２１１）をスキップする。
【０２０２】
　次に、処理部１２０は、音出力部１８０に対して運動中断用の振動を出力させる（Ｓ２
１１）。
【０２０３】
　次に、処理部１２０は、音声出力（音声アラーム）が予めユーザーによって許可（オン
）されているか否かを判定する（Ｓ２１２）。なお、音声アラームが許可されているか否
かを示す情報は、記憶部１３０に格納されているものとする。処理部１２０は、記憶部１
３０を参照して許可されていることを認識すると（Ｓ２１２Ｙ）、次の処理（Ｓ２１３）
へ移行し、そうでない場合（Ｓ２１２Ｎ）に、次の処理（Ｓ２１３）をスキップし、フロ
ーを終了する。
【０２０４】
　次に、処理部１２０は、音出力部１８０に対して運動中断用の音声を出力させ（Ｓ２１
３）、フローを終了する。
【０２０５】
　なお、以上のフローにおいて一部のステップの実行の順序は可能な範囲内で入れ替える
ことが可能である。また、以上のフローの一部のステップを省略することも可能である。
【０２０６】
１－３－１１．トレーニングモードにおける再開処理のフロー
　図１５は、トレーニングモードにおける再開処理のフローチャートの一例である。なお
、このフローチャートは、トレーニングの中断指示がなされてから再開指示がなされるま
での期間中、電子機器１の処理部１２０によって繰り返し実行される。実行の頻度は、例
えば１／６０秒ごとなどの所定頻度である。
【０２０７】
　フローが開始されると、処理部１２０は、温度センサー１１６の出力（第１温度、第２
温度、第３温度）に基づき、深部体温を計算する（Ｓ２０１）。
【０２０８】
　次に、処理部１２０は、深部体温を再開用の閾値と比較し、深部体温が閾値を超えたか
否かを判定する（Ｓ２０２）。処理部１２０は、深部体温が閾値を超えた場合（Ｓ２０２
Ｙ）に次の処理（Ｓ２０４）へ移行し、そうでない場合（Ｓ２０２Ｎ）にフローを終了す
る。
【０２０９】
　次に、処理部１２０は、運動再開画面を表示部１７０へ表示させる（Ｓ２０４）。
【０２１０】
　次に、処理部１２０は、振動出力（振動アラーム）が予めユーザーによって許可（オン
）されているか否かを判定する（Ｓ２０５）。なお、振動アラームが許可されているか否
かを示す情報は、記憶部１３０に格納されているものとする。処理部１２０は、記憶部１
３０を参照して許可されていることを認識すると（Ｓ２０５Ｙ）、次の処理（Ｓ２０６）
へ移行し、そうでない場合（Ｓ２０５Ｎ）に、次の処理（Ｓ２０６）をスキップする。
【０２１１】
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　次に、処理部１２０は、音出力部１８０に対して運動再開用の振動を出力させる（Ｓ２
０６）。
【０２１２】
　次に、処理部１２０は、音声出力（音声アラーム）が予めユーザーによって許可（オン
）されているか否かを判定する（Ｓ２０７）。なお、音声アラームが許可されているか否
かを示す情報は、記憶部１３０に格納されているものとする。処理部１２０は、記憶部１
３０を参照して許可されていることを認識すると（Ｓ２０７Ｙ）、次の処理（Ｓ２０８）
へ移行し、そうでない場合（Ｓ２０７Ｎ）に、次の処理（Ｓ２０８）をスキップし、フロ
ーを終了する。
【０２１３】
　次に、処理部１２０は、音出力部１８０に対して運動再開用の音声を出力させ（Ｓ２０
８）、フローを終了する。
【０２１４】
　なお、以上のフローにおいて一部のステップの実行の順序は可能な範囲内で入れ替える
ことが可能である。また、以上のフローの一部のステップを省略することも可能である。
【０２１５】
２．実施形態の作用効果
　以上、本実施形態の電子機器１の処理部１２０は、ユーザーの身体の深部体温を計測し
、深部体温を所定の比較基準と比較し、比較の結果に基づいて、前記身体の状態に係る情
報を生成する。また、電子機器１の表示部１７０及び音出力部１８０は、前記情報を前記
ユーザーへ提示する。当該情報は、所定の比較基準との比較結果に基づく情報であるので
、深部体温それ自体を示す情報よりも、ユーザーの生活又はトレーニングへ有効活用され
得る。深部体温の属する範囲によっては、ユーザーがすべき行動は全く異なるからである
。よって、例えば、ユーザーは、自己の生活の内容を見直すべきか否かを判断したり、自
己のトレーニングの内容を見直すべきか否かを判断したりする際の目安として、当該情報
を用いることが可能である。
【０２１６】
　特に、生活モードにおける電子機器１は、ユーザーが生活中に熱中症に陥る危険性につ
いて注意喚起したり、警告したりする。従って、ユーザーは、自己の体温や周囲の気温に
何ら注意を払わずとも、自己の身体が危険な状況に陥った場合又は陥りそうな場合には、
その旨を確実に自覚するので、安心して日常生活を送ることができる。また、電子機器１
は、ユーザーの深部体温に応じたアドバイスを行い、水分補給などの適切な行動を適切な
タイミングでユーザーにとらせることができる。
【０２１７】
　一方、トレーニングモードにおける電子機器１は、ユーザーの身体の深部体温が十分に
高まった場合（酸素摂取量が十分に高い状態に至った場合）にトレーニングの開始をアド
バイスし、深部体温が上昇しすぎた場合（熱中症の危険性が高まった場合）にトレーニン
グの中断をアドバイスし、深部体温が低下しすぎた場合にはトレーニングの再開をアドバ
イスする。よって、ユーザーは、深部体温が適度な範囲内にあるときに集中してトレーニ
ングを行い、高い負荷刺激を効率的に身体へ与えることができる。
【０２１８】
３．変形例
３－１．計測データのアップロード
　本実施形態のシステムでは、電子機器１の処理部１２０は、上述した計測中により生成
された各種のデータを、計測の日時を示す日時データと共に、計測データとして所定のフ
ォーマットで記憶部１３０に保存する。記憶部１３０に格納された１又は複数の計測デー
タは、必要に応じて情報端末２へ送信され、情報端末２の記憶部２４へ格納される。また
、情報端末２の記憶部２４へ格納された計測データは、必要に応じてサーバー４へアップ
ロードされる。サーバー４へアップロードされた計測データは、サーバー４の記憶部４４
に格納される。また、サーバー４の記憶部４４に格納された様々なユーザーの様々な日時



(29) JP 2018-68478 A 2018.5.10

10

20

30

40

50

の計測データは、サーバー４の処理部４１によって、ユーザーごと、また、日時ごとに管
理される。また、電子機器１と情報端末２との間の通信は、電子機器１の通信部１９０及
び情報端末２の通信部２２を介して行われ、情報端末２とサーバー４との間の通信は、情
報端末２の通信部２７、ネットワーク３、及びサーバー４の通信部４２を介して行われる
。
【０２１９】
３－２．システム構成のバリエーション
　上述した実施形態のシステムは、ユーザーの身体に装着可能なセンサーを有した携帯機
器を備えていれば、電子機器１、センサーデバイス１Ｃ、情報端末２、サーバー４の何れ
かを省略することも可能である。
【０２２０】
　また、システムにおける機能分担は、上述したものに限定されることはない。例えば、
センサーデバイス１Ｃの機能の一部又は全部は、電子機器１に搭載されてもよいし、情報
端末２に搭載されてもよい。また、電子機器１の機能の一部又は全部は、センサーデバイ
ス１Ｃに搭載されてもよいし、情報端末２に搭載されてもよい。また、情報端末２の機能
の一部又は全部は、センサーデバイス１Ｃに搭載されてもよいし、電子機器１に搭載され
てもよい。また、情報端末２の機能の一部は、サーバー４に搭載されてもよいし、サーバ
ー４の機能の一部は、情報端末２に搭載されてもよい。
【０２２１】
３－３．センサーのバリエーション
　上記の実施形態のセンサーデバイス１Ｃ又は電子機器１は、センサーとして、以下の各
種のセンサーのうち少なくとも１つを用いることができる。すなわち、加速度センサー、
ＧＰＳ（ＧＮＳＳ）センサー、角速度センサー、速度センサー、心拍センサー（胸ベルト
など）、脈拍センサー（心臓以外の場所で測るセンサー）、歩数計、圧力センサー、高度
センサー、温度センサー（気温センサー、体温センサー）、地磁気センサー、体重計（シ
ステムの外部装置として用いる）、紫外線センサー、発汗量センサー、血圧センサー、動
脈血中酸素濃度（ＳｐＯ２）センサー、乳酸センサー、血糖値センサー、風速センサーな
どである。また、各実施例において計測に用いられないセンサーは機器に搭載されていな
くても構わないことは言うまでもない。
【０２２２】
３－４．通知態様について
　また、電子機器１、センサーデバイス１Ｃ、情報端末２のうち少なくとも１つは、ユー
ザーに対する情報の通知を、画像表示により行ってもよいし、画像表示のほかに、音出力
、振動、光、色（ＬＥＤの発光やディスプレイの表示色）などにより行ってもよいし、画
像表示、音出力、振動、光、色のうち少なくとも２つの組み合わせにより行ってもよい。
【０２２３】
３－５．カスタマイズについて
　また、上記の実施形態の電子機器１、センサーデバイス１Ｃ、情報端末２によるユーザ
ーへの通知内容（通知期間、通知項目、通知態様、集計手法、通知順序などを含む）の少
なくとも一部は、ユーザーが予め設定することが可能（カスタマイズ可能）であってもよ
い。
【０２２４】
３－６．機器の形態について
　また、電子機器１は、リスト型電子機器、イヤホン型電子機器、指輪型電子機器、ペン
ダント型電子機器、スポーツ器具に装着して使用する電子機器、スマートフォン、ヘッド
マウントディスプレイ（ＨＭＤ：Head Mount Display）、ヘッドアップディスプレイ（Ｈ
ＵＤ：Head Up Display）など、様々なタイプの携帯情報機器として構成することができ
る。但し、温度センサー１１６による計測データが必須である場合には、電子機器１の変
形は、温度センサー１１６による計測に支障をきたさない範囲内で行われるものとする。
【０２２５】
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３－７．オプション機能について
　また、センサーデバイス１Ｃ、電子機器１、情報端末２の少なくとも１つには、他の機
能が搭載されてもよい。他の機能とは、例えば公知のスマートフォン機能である。スマー
トフォン機能には、例えば、通話機能、メール着信通知機能、電話着信通知機能、通信機
能、カメラ機能、などが含まれる。
【０２２６】
３－８．測位システムについて
　また、上記の実施形態では、衛星測位システムとしてＧＰＳ（Global Positioning Sys
tem）を利用したが、他の全地球航法衛星システム（ＧＮＳＳ：Global Navigation Satel
lite System）を利用してもよい。例えば、ＥＧＮＯＳ(European Geostationary-Satelli
te Navigation Overlay Service)、ＱＺＳＳ（Quasi Zenith Satellite System）、ＧＬ
ＯＮＡＳＳ（GLObal NAvigation Satellite System）、ＧＡＬＩＬＥＯ、ＢｅｉＤｏｕ（
BeiDou Navigation Satellite System）、等の衛星測位システムのうち１又は２以上を利
用してもよい。また、衛星測位システムの少なくとも１つにＷＡＡＳ（Wide Area Augmen
tation System）、ＥＧＮＯＳ(European Geostationary-Satellite Navigation Overlay 
Service)等の静止衛星型衛星航法補強システム（ＳＢＡＳ：Satellite-based Augmentati
on System）を利用してもよい。
【０２２７】
３－９．ＨＭＤの例
　以下、頭部装着型表示装置の一例を図１６に基づき説明する。
【０２２８】
　頭部装着型表示装置１００は、ユーザーの頭部に装着された状態でユーザーに虚像を視
認させる画像表示部２０（表示部）と、画像表示部２０を制御する制御装置１０と、を備
える。制御装置１０は、ユーザーが頭部装着型表示装置１００を操作するコントローラー
としても機能する。画像表示部２０は、ユーザーの頭部に装着される装着体であり、本実
施形態では眼鏡形状のフレーム２’（本体）を有する。
【０２２９】
　なお、制御装置１０としては、図１の情報端末２を用いることが可能である。その場合
、情報端末２の操作部２３は、決定キー１１、表示切替キー１３、トラックパッド１４、
輝度切替キー１５、方向キー１６、及びメニューキー１７などとして機能する。また、図
１６には、画像表示部２０と制御装置１０とが接続部４０（本体コード４８’、右コード
４２’、左コード４４’、ケーブル４８）を介して接続される例を示したが、画像表示部
２０と制御装置１０とを無線通信で接続することも可能である。
【０２３０】
　フレーム２’は、右保持部２１’及び左保持部２３’を有する。右保持部２１’は、右
光学像表示部２６’の他端である端部ＥＲから、ユーザーが画像表示部２０を装着した際
のユーザーの側頭部に対応する位置にかけて、延伸して設けられた部材である。同様に、
左保持部２３’は、左光学像表示部２８’の他端である端部ＥＬから、ユーザーが画像表
示部２０を装着した際のユーザーの側頭部に対応する位置にかけて、延伸して設けられた
部材である。右保持部２１’はユーザーの頭部において右耳またはその近傍に当接し、左
保持部２３’はユーザーの左耳またはその近傍に当接して、ユーザーの頭部に画像表示部
２０を保持する。右保持部２１’及び左保持部２３’は、眼鏡のテンプル（つる）のよう
にして、ユーザーの頭部に画像表示部２０を保持する。
【０２３１】
　本実施形態では本体の一例として、眼鏡型のフレーム２’を例示する。本体の形状は眼
鏡型に限定されず、ユーザーの頭部に装着され固定されるものであればよく、ユーザーの
左右の眼の前に跨がって装着される形状であれば、より好ましい。例えば、ここで説明す
る眼鏡型の他に、ユーザーの顔の上部を覆うスノーゴーグル様の形状であってもよいし、
双眼鏡のようにユーザーの左右の眼のそれぞれの前方に配置される形状であってもよい。
【０２３２】
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　フレーム２’には、右表示駆動部２２’と、左表示駆動部２４’と、右光学像表示部２
６’と、左光学像表示部２８’と、マイク６３とが設けられる。右表示駆動部２２’と左
表示駆動部２４’とは、ユーザーが画像表示部２０を装着した際のユーザーの頭部に対向
する側に配置されている。右光学像表示部２６’及び左光学像表示部２８’は、それぞれ
、ユーザーが画像表示部２０を装着した際にユーザーの右及び左の眼前に位置する。右光
学像表示部２６’の一端と左光学像表示部２８’の一端とは、ユーザーが画像表示部２０
を装着した際のユーザーの眉間に対応する位置で、互いに連結されている。
【０２３３】
４．その他
　本発明は上記の実施形態に限定されず、本発明の要旨の範囲内で種々の変形実施が可能
である。
【０２３４】
　また、上述した各実施形態及び各変形例は一例であって、これらに限定されるわけでは
ない。例えば、各実施形態及び各変形例を適宜組み合わせることも可能である。
【０２３５】
　また、本発明は、実施形態で説明した構成と実質的に同一の構成（例えば、機能、方法
及び結果が同一の構成、あるいは目的及び効果が同一の構成）を含む。また、本発明は、
実施形態で説明した構成の本質的でない部分を置き換えた構成を含む。また、本発明は、
実施形態で説明した構成と同一の作用効果を奏する構成又は同一の目的を達成することが
できる構成を含む。また、本発明は、実施形態で説明した構成に公知技術を付加した構成
を含む。
【符号の説明】
【０２３６】
１…電子機器、１Ｃ…センサーデバイス、２…情報端末、３…ネットワーク、４…サーバ
ー、１１０…ＧＰＳセンサー、１１１…地磁気センサー、１２０…処理部、１３０…記憶
部、１１１ｃ…地磁気センサー、１１２…気圧センサー、１１３…加速度センサー、１１
４…角速度センサー、１１５…脈センサー、１１６…温度センサー、１５０…操作部、１
６０…計時部、１７０…表示部、１８０…音出力部、１９０…通信部、２２…通信部、２
１…処理部、２３…操作部、２５…表示部、２６…音出力部、２７…通信部、右コード４
２’…撮像部
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